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1.  22年9月期の連結業績（平成21年10月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年9月期 96,650 2.9 9,337 108.2 9,225 112.2 5,493 333.2
21年9月期 93,897 7.8 4,483 △3.1 4,347 △3.6 1,268 23.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年9月期 8,473.75 ― 19.7 12.2 9.7
21年9月期 1,955.96 ― 5.1 6.7 4.8

（参考） 持分法投資損益 22年9月期  △3百万円 21年9月期  35百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年9月期 83,723 33,464 36.0 46,511.86
21年9月期 67,291 31,579 38.2 39,687.65

（参考） 自己資本   22年9月期  30,155百万円 21年9月期  25,731百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年9月期 10,969 △7,796 △954 20,134
21年9月期 4,760 △1,597 376 17,982

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年9月期 ― ― ― 1,000.00 1,000.00 648 51.1 2.6
22年9月期 ― ― ― 2,200.00 2,200.00 1,426 26.0 5.1

23年9月期 
（予想）

― ― ― 2,700.00 2,700.00 29.2

3.  23年9月期の連結業績予想（平成22年10月1日～平成23年9月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）第２四半期連結累計期間の業績予想は行っておりません。詳細は、４ページ「経営成績」の「次期（平成22年10月１日～平成23年９月30日）の業績見
通し」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

― ― ― ― ― ― ― ― ―

通期 110,000 13.8 11,000 17.8 10,800 17.1 6,000 9.2 9,254.36
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  
除外 １社（社名 株式会社ネットプライスドットコム ）  
(注)詳細は、12ページ「企業集団の状況」をご覧ください。 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注)１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、44ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年9月期 648,343株 21年9月期 648,343株

② 期末自己株式数 22年9月期  ―株 21年9月期  ―株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年9月期の個別業績（平成21年10月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年9月期 55,508 30.8 3,362 ― 3,491 ― 3,317 ―

21年9月期 42,442 △3.9 △182 ― △38 ― 174 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年9月期 5,116.39 ―

21年9月期 269.40 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年9月期 29,614 18,718 63.1 28,828.56
21年9月期 23,138 16,447 71.1 25,368.99

（参考） 自己資本 22年9月期  18,690百万円 21年9月期  16,447百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

  業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社グループで判断したものであり、リスクや不確定な要素等の要因が含まれており、実
際の成果や業績等は記載の見通しとは異なる可能性がございます。なお、上記業績予想に関する事項は、４ページ「経営成績」の「次期（平成22年10月１
日～平成23年９月30日）の業績見通し」をご覧ください。 
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１．経営成績 

(1) 経営成績に関する分析 

 平成21年の国内のインターネットビジネス市場（BtoC EC（消費者向け電子商取引）を除く）は約

1.7兆円まで拡大しており、平成22年には1.9兆円、平成24年には約2.4兆円に達するものと見込まれ

ております（注１）。また、平成21年のインターネット広告市場は7,069億円となり、新聞広告を抜

き、テレビ広告に次ぐ第２の広告媒体となるまで成長しております（注２）。今後のインターネッ

トビジネスは、ブログ、SNS（ソーシャルネットワーキングサービス）など近年新しく台頭したサー

ビスを基盤とし、コミュニティサービスやソーシャルゲームを中心としたモバイルコンテンツ事業

などの分野がますます拡大を続けていくものと予想されます。特にソーシャルゲームは急成長が見

込まれており、市場規模は平成21年度の338億円から平成22年度には747億円、平成23年度には1,171

億円まで拡大するものと予測されております（注３）。 

 このような環境のもと、当社グループは高収益なビジネスモデルを目指す中、注力事業である

Amebaを中心としたインターネットメディアのサービス拡充、インターネット広告代理事業における

生産性向上及び営業力強化に努めるとともに、急成長が見込まれるソーシャルゲームの提供にも取

り組んでまいりました。その一方で、「選択と集中」という観点から、第１四半期連結会計期間に

㈱ネットプライスドットコム（以下「ネットプライス」という）の株式を一部譲渡し、持分法適用

関連会社とする等の事業ポートフォリオの見直しを行ってまいりました。 

 この結果、当社グループの当連結会計年度における売上高は、96,650百万円（前年同期間93,897

百万円、2.9％増加）となり、ネットプライスを連結子会社から除外した影響を除く増減率は、

Ameba関連事業の順調な拡大等により19.7％の増加となりました。営業利益につきましては、Ameba

関連事業の黒字転換及びインターネット広告代理事業の増収と生産性向上に伴う利益拡大等により、

9,337百万円（前年同期間4,483百万円、108.2％増加）となり、経常利益は9,225百万円（前年同期

間4,347百万円、112.2％増加）となりました。当期純利益につきましては、税金費用等の計上によ

り5,493百万円（前年同期間1,268百万円、333.2％増加）となりました。 

出所 （注１）㈱野村総合研究所 （注２）㈱電通 （注３）㈱矢野経済研究所 

 

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①Ameba関連事業 

 Ameba関連事業には、Ameba、アメーバピグ、プーペガール等が属しております。 

 Amebaの平成22年９月の閲覧数は168.5億PVと前年同月の107.9億PVと比べて60.6億PV増と大幅に増

加しました。当事業におきましては、アメーバピグ等の課金及び広告収入が拡大したため、売上高

は10,376百万円（前年同期間5,526百万円、87.8％増加）、営業損益は1,529百万円の利益計上（前

年同期間529百万円の損失計上）となりました。 

  

②メディア関連事業 

 メディア関連事業には、㈱シーエー・モバイルグループを中心としたモバイル関連事業、㈱ECナ

ビにおける価格比較サイト、㈱ジークレスト及びグループ各社におけるソーシャルゲーム事業、㈱

サイバーエージェントFXにおける外国為替証拠金取引事業等が属しております。 

 当事業におきましては、ネットプライスを連結子会社から除外した影響により、売上高は41,121

百万円（前年同期間51,152百万円、19.6％減少）となりましたが、収益性の高い事業の貢献により、

営業損益は6,102百万円の利益計上（前年同期間4,832百万円の利益計上、26.3％増加）となりまし

た。 
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③インターネット広告代理事業 

 インターネット広告代理事業には、当社インターネット広告事業本部を中心とした広告代理事業

やSEM（検索エンジンマーケティング）事業等が属しております。 

 当事業におきましては、インターネット広告市場が回復基調にある中、引き続き生産性の向上に

努めながら、顧客ニーズに沿った提案を行い、広告需要を着実に取り込んでまいりました。この結

果、売上高は50,479百万円（前年同期間41,356百万円、22.1％増加）、営業損益は2,060百万円の利

益計上（前年同期間559百万円の利益計上、268.6％増加）となりました。 

  

④投資育成事業 

 投資育成事業には、当社におけるコーポレートベンチャーキャピタル事業、㈱サイバーエージェ

ント・インベストメント（現 ㈱サイバーエージェント・ベンチャーズ）におけるファンド運営等

が属しており、キャピタルゲインを目的として国内及び中国をはじめとするアジア圏の有望なベン

チャー企業の発掘・育成・価値創造等を行っております。 

 当事業におきましては、保有株式の売却等により、売上高は499百万円（前年同期間222百万円、

124.8％増加）、営業損益は358百万円の損失計上（前年同期間389百万円の損失計上）となりました。 

  

（注） 当連結会計年度より、セグメント情報における事業区分の変更を行っております。詳細につきまし

ては、「４．連結財務諸表 注記事項 （セグメント情報）」をご参照下さい。 

 なお、上記事業の種類別セグメントの業績に記載している各事業のセグメントの売上高及び営業損

益の対前年同期間比は、前連結会計年度の金額を当連結会計年度と同一の事業区分によった場合の金

額に基づき算出しております。 

 

 

次期（平成22年10月１日～平成23年９月30日）の業績見通し 

 次期の業績見通しにつきましては、外国為替証拠金取引事業において、８月より施行されたレ

バレッジ規制の影響を受けるものと見込んでおりますが、Ameba関連事業におけるアメーバピグ

やモバイルゲームを中心とした課金事業及び広告事業の順調な拡大、当期より注力しているソー

シャルゲームの利益貢献の開始、好調に推移しているインターネット広告代理事業の売上高及び

利益への貢献等が見込まれることから、連結売上高110,000百万円、連結営業利益11,000百万円、

連結経常利益10,800百万円、連結当期純利益6,000百万円になるものと予想しております。 

 中間業績の見通しにつきましては、外国為替証拠金取引事業において、相場動向や市場流動性

等のマーケット環境及び経済環境の影響を大きく受けること、中間期末に当たる広告需要期の業

績への影響が大きいこと等から、業績予想を行わず、四半期決算の迅速な開示をすることとして

おります。 

 なお、実際の業績が公表された業績予想に対して大きく異なった場合には、速やかに業績予想

の修正を公表することといたします。 

 

 

(2) 財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末における総資産は83,723百万円（前連結会計年度末比16,431百万円増加）とな

りました。これは、主に外国為替証拠金取引における預り資産残高の順調な増加に伴い外国為替取

引顧客預託金が増加したことによるものであります。 

 負債は50,259百万円（前連結会計年度末比14,546百万円増加）となりました。これは、主に外国

為替取引顧客預り証拠金が増加したことによるものであります。 

 純資産は33,464百万円（前連結会計年度末比1,885百万円増加）となりました。これは、主に堅調
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な営業活動の成果に伴い利益剰余金が増加したことによるものであります。 

 

② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、ネットプライス（前

連結会計年度末の資金3,216百万円）を連結子会社から除外した影響があったものの、堅調な営業活

動の成果により前連結会計年度末と比べて2,152百万円増加し、20,134百万円となりました。当連結

会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー 

 営業活動の結果取得した資金は、10,969百万円（前年同期間4,760百万円取得）となりました。

これは、主に利益の計上によるものであります。 

（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー 

 投資活動の結果使用した資金は、7,796百万円（前年同期間1,597百万円使用）となりました。

これは、主に連結子会社からの除外によりネットプライスが保有する資金（前連結会計年度末の

資金3,216百万円）が減少したこと及び関係会社株式を取得したことによるものであります。 

（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー 

 財務活動の結果使用した資金は、954百万円（前年同期間376百万円取得）となりました。これ

は、主に配当金の支払によるものであります。 

 

（参考）キャッシュ･フロー関連指標の推移 

 平成20年９月期 平成21年９月期 平成22年９月期

自己資本比率（％） 38.5 38.2 36.0

時価ベースの自己資本比率（％） 101.5 111.2 116.6

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（％） 48.7 62.3 15.7

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 122.4 151.6 365.3

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１ いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

２ 株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

３ キャッシュ･フローは、営業キャッシュ･フローを利用しています。 

４ 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を

対象としています。 

 

（3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社グループは、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題と認識しており、事業の成長、

資本効率の改善等による中長期的な株式価値の向上とともに、業績に連動した配当を継続的に実施

していきたいと考えております。具体的には、継続的な利益（連結経常利益）から税金費用（永久

差異及び繰越欠損金等の特殊要因は調整）及び少数株主利益を控除した額の30％を目安とし、財務

の健全化、将来の事業展開のための内部留保等を総合的に判断し、決定してまいります。 

 なお、当期の配当は2,200円、次期の配当は2,700円を予定しております。 

 

（4）事業等のリスク 

 以下において、当社グループの事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えら

れる主な事項を記載しております。また、リスク要因に該当しない事項についても、投資者の投資
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判断上重要であると考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から以下

に開示しております。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生

の回避及び発生した場合の対応に努める方針であります。 

  

① 業界動向について 

 過去において、インターネット広告市場及びインターネットメディア市場は、インターネット

の普及、インターネット利用者の増加、企業の経済活動におけるインターネット利用の増加によ

り高成長を続けてまいりました。このような傾向は今後も継続していくと考えておりますが、イ

ンターネット広告市場においては景気変動の影響を受けるため景況感が悪化した場合、また、イ

ンターネットメディア市場においては市場成長が阻害されるような状況が生じた場合には、当社

グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

 

② 経営成績の変動について 

(ⅰ)業績見通しについて 

 インターネット業界は、急速な進化・拡大を続けながらもまだ歴史は浅く、当社グループ全体

の業績に影響を与えると考えられる今後の日本におけるインターネット人口の推移、インターネ

ット広告の市場規模、新しいビジネスモデル等には、不透明な部分が多くあります。 

 また当社グループは必要に応じて、資金調達、人材の雇用、子会社及び関係会社の設立、投融

資、事業提携等を積極的に行っていく方針であります。 

 過年度における当社グループの業績は、事業・子会社毎に毎期大きく変動し、各事業の当社グ

ループ全体の利益に占める割合も毎期変動する傾向があります。特に、投資育成事業、外国為替

証拠金取引事業については、市況の影響等を受けやすい傾向にあります。従って、当社グループ

の業績見通しの評価は過年度の経営成績に全面的に依拠することはできない面があります。その

ため、経営環境の変化等により各事業の業績が変動した場合等には、実際の業績が公表した業績

見通しと異なる可能性があります。なお、その場合には、速やかに業績見通しの修正を公表する

こととしております。 

(ⅱ)会計基準の変更について 

 近年、会計基準に関する国際的なルール整備は進む中で、当社グループは基準の変更等に対し

て適切かつ迅速な対応を行ってまいりました。しかしながら、将来において会計基準や税制の大

きな変更があった場合には、当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

 

③ 法的規制等について 

 日本国内においてはインターネット上の情報流通や商取引、青少年のインターネット及びモバ

イルの利用等について議論がされており、当社グループ事業に関連して、ビジネス継続に著しく

重要な影響を及ぼす法的規制は現在のところありませんが、「特定電気通信役務提供者の損害賠

償責任の制限および発信者情報の開示に関する法律」（平成14年５月施行）や、「不正アクセス

行為の禁止等に関する法律」（平成12年２月施行）、「青少年が安全に安心してインターネット

を利用できる環境の整備等に関する法律」（平成21年４月施行）など、当社グループの事業領域

に適用される主要な法的規制が存在しております。当社グループはそれらの法令に基づき、利用

者に対する法令遵守・利用者モラルの周知・徹底に努め、不正アクセスの防御や情報漏洩防止に

関する取り組みの強化を行っております。しかしながら、今後インターネット及びインターネッ

ト上で情報の流通を仲介する事業者に対して、新たな法整備・既存の規制の強化等が行われるこ

とにより、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。さらに、当社グループメディ

アにおいて、「一般社団法人モバイルコンテンツ審査・運用監視機構」が運営する「コミュニテ

ィサイト運用管理体制認定制度」（以下「EMA認定制度」という。）に適合サイトと認定を受け運

営しているメディアがありますが、当該メディアの健全性維持の取組みが不可能となることで、
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信頼低下につながる可能性があります。平成22年４月施行の「資金決済に関する法律」に関し、

当社グループが運営する各サービスにて発行する仮想通貨が適用の対象となるため、法律に基づ

く対応を進めております。また、当社グループの運営するサービスにおいて、違法行為によって

被害・損失を被った第三者より、サービス運営事業者として当社グループが損害賠償請求等の訴

訟を提起される可能性があります。 

 なお、当社グループの運営する外国為替証拠金取引においては、「金融商品取引業等に関する

内閣府令の一部を改正する内閣府令」が平成21年８月１日に施行され（既存業者に対する経過措

置により平成22年２月１日から適用開始）、顧客から預託を請けた金銭の区分管理方法を金銭信

託に一本化することや、ロスカット・ルールの整備・遵守を義務付けること等が定められ、さら

に、平成22年８月１日に施行された「金融商品取引業等に関する内閣府令の一部を改正する内閣

府令」においては、顧客資産保護の観点から、投機的取引を抑制するために顧客が預けた金額の

何倍の売買が可能となるかを示す「証拠金倍率」の上限設定等の各種規制が定められております。

これら法的規制の新設等に伴い、適切な対応を順次行っておりますが、想定外の事態が発生した

場合等には、当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

 

④ 内部管理体制について 

 当社グループは、グループ企業価値を最大化すべく、コーポレート・ガバナンスの充実を経営

の重要課題と位置づけ、多様な施策を実施しております。また、財務報告の信頼性を確保するた

め、財務報告に係る内部統制が有効に機能する体制を構築、整備、運用しております。しかしな

がら、事業の急速な拡大等により、十分な内部管理体制の構築が追いつかないという状況が生じ

る場合には、適切な業務運営が困難となり、当社グループの業績に影響を与える可能性がありま

す。 

 

⑤ 特定経営者への依存及び人材確保に係るリスクについて 

 当社グループは、人材採用及び人材育成を重要な経営課題と位置づけており、インターネット

ビジネス業界における優位性を確保すべく、人材採用と人材育成に関する各種施策を継続的に講

じております。しかしながら、十分な人材確保が困難となった場合や、急激な人材採用によりグ

ループの協業、連携体制の維持が困難となった場合には、当社グループの業績及び財政状態に影

響を与える可能性があります。 

 また、当社グループは、代表取締役を含む役員、幹部社員等の専門的な知識、技術、経験を有

している役職員が、各グループの経営、業務執行について重要な役割を果たしており、当該役職

員の継続勤務による経験値は、当社グループにおける重要なノウハウと考えられます。しかし、

これら役職員が何らかの理由によって退任、退職し、後任者の採用が困難となった場合、当社グ

ループの業績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

 

⑥ 情報セキュリティに係るリスクについて 

 当社グループは、当社グループのパートナー事業者と協力し、当社グループのサービス提供に

必要なコンピューターネットワークをはじめとする情報セキュリティの強化を推進しております。

しかし、コンピューターシステムの瑕疵、コンピューターウイルス、外部からの不正な手段によ

るコンピューター内への侵入、役職員・パートナー事業者の過誤、自然災害、急激なネットワー

クアクセスの集中等に基づき、重要データの漏洩、コンピュータープログラムの不正改ざん等の

損害が発生する可能性があります。その結果、第三者からの損害賠償請求、当社グループの信用

下落等により、当社グループの事業展開、業績に影響を与える可能性があります。 

 

⑦ 個人情報の管理に係るリスクについて 

 当社グループは、インターネットメディア事業等を通じて取得した個人情報を保有しており、
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これらの個人情報の管理について、「個人情報の保護に関する法律」（平成17年４月施行）の規

定に則って作成されたプライバシーポリシーを有し、その遵守に努めております。しかし、コン

ピューターシステムの瑕疵、コンピューターウイルス、外部からの不正な手段によるコンピュー

ター内への侵入、役職員・パートナー事業者の過誤、自然災害、急激なネットワークアクセスの

集中等に基づき、個人情報が漏洩した場合や個人情報の収集過程で問題が生じた場合、当社グル

ープへの損害賠償請求や当社グループの信用の下落等の損害が発生し、当社グループの事業展開、

業績に影響を与える可能性があります。 

 

⑧ 知的財産権に係るリスクについて 

 当社グループは、インターネットビジネス業界における技術革新、知的財産権ビジネスの拡大

等に伴い、知的財産権の社内管理体制を強化しております。また、当社グループが提供するサー

ビスにおいて、当社グループが所有する知的財産権を第三者に使用許諾する場合や、当社が第三

者の所有する知的財産権の使用許諾を受ける場合があり、知的財産権管理部門の強化、使用許諾

契約の締結、社内啓蒙等による管理体制を強化しております。 

 しかしながら、知的財産権の範囲が不明確であること、契約条件の解釈の齟齬等により、当社

グループが第三者から知的財産権侵害の訴訟、使用差止請求等を受けた場合、解決までに多額の

費用と時間がかかり、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 

⑨ 自然災害等に係るリスクについて 

 地震や台風等の自然災害、未知のコンピューターウイルス、テロ攻撃といった事象が発生した

場合、当社グループの事業が大きな影響を受け、混乱状態に陥る可能性があります。当社グルー

プは、こうした自然災害等が発生した場合には、適切かつ速やかに危機対策、復旧対応を行うよ

う努めておりますが、自然災害、コンピューターシステムの停止、データーベースの漏洩、消失

等の影響を完全に防止、軽減できる保証はありません。当該事象は、当社グループの営業活動に

影響を与え、物的、人的な損害に関する費用を発生させ、あるいはブランドイメージを傷つける

可能性があります。 

 さらに、当社グループの拠点及びコンピューターネットワークのインフラは、サービスによっ

て一定の地域に集中しているため、同所で自然災害等が発生した場合には多大な損害を被る可能

性があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑩ 今後の事業展開に伴うリスクについて 

 当社グループは、「21世紀を代表する会社を創る」というビジョンのもと、インターネットユ

ーザー及び広告主の両方向に接点を持ったビジネスモデルを特長とし、急激な成長・進化を遂げ

るインターネットビジネスの中で、当社ならではのスピードで常に新しい事業領域を創造し続け

ております。今後も、新たな事業の創出及び子会社、関係会社の設立、並びに企業買収や海外展

開等の方法によって、インターネット総合サービス企業として事業領域の拡大を図っていく方針

であります。 

 しかしながら、これらを実現するためには、新規人材の採用・設備の増強・事業開発費の発生

等の追加的な支出が見込まれ、これらの事業が安定的に収益を生み出すにはしばらく時間がかか

ることが予想されます。さらに、競合企業への優位性の確保のため、価格競争の激化による収益

性の低下・利用者獲得費用等の増大を伴う可能性があります。また、海外へ事業展開を行ってい

く上で、各国の法令、規制、政治・社会情勢をはじめとした潜在的リスクに対処出来ないことも

想定されます。従いまして、当社グループの方針どおりにビジネスが推移しない場合や、当社グ

ループ管理体制が事業の拡大に追いつかず、子会社及び関係会社の内部管理体制に重大な不備が

発生した場合、当社グループの業績に大きな影響を与える可能性とともに、グループ戦略再構築

の可能性も出てまいります。 

㈱サイバーエージェント(4751)　平成22年９月期　決算短信

8



 

 

 また、当社グループは、インターネットメディア事業等一般消費者を対象とするサービスを展

開していることから、当社グループにとって予期せず風評被害を受ける可能性があります。かか

る場合には、当社グループのブランドイメージが毀損し、当社グループの業績に影響を与える可

能性があります。  

 

⑪ インターネットメディア事業に係るリスクについて 

 当社グループが取扱うインターネットメディア事業は、ブログ、オンラインゲーム等、インタ

ーネットを通じてコンテンツやサービスを提供しております。新規コンテンツの開発、既存サー

ビスの機能拡充、更なるノウハウの蓄積による運営の安定化等により、ユーザーの獲得・維持を

図っていく方針であります。しかしながら、幅広いユーザーに支持される魅力あるコンテンツや

サービスの提供等が出来ない場合には、当社の事業展開および業績に影響を与える可能性があり

ます。 

 当社グループが取扱うインターネットメディア事業は、各カード会社、各通信キャリア等との

契約に基づき課金決済業務を委託しておりますが、契約解除やその他不測の事態が起こった場合、

回収代行が行なわれないリスクが生じ、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

当社グループが取扱うインターネットメディア事業のうちモバイル事業において、各通信キャリ

アとコンテンツ提供に関する契約を締結しており、コンテンツに関するユーザーの利便性等に細

心の注意を払っております。しかしながら、当社グループが提供するコンテンツに対してユーザ

ー等からの苦情が多発した場合及び不測の事態が起こった場合、契約解除条項に接触し、各通信

キャリアとのコンテンツ提供に関する契約が解除され、当社グループのコンテンツが各通信キャ

リアの公式サイトから外れることにより、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

⑫ インターネット広告代理事業に係るリスクについて 

 当社グループが取扱うインターネット広告は、市場変化や景気動向の変動により広告主が広告

費用を削減する等、景気動向の影響を受ける可能性があります。また、広告主の経営状態の悪化、

広告の誤配信等により、広告代金の回収が出来ず、媒体社等に対する支払債務を負担する可能性

があります。 

 また、インターネット広告代理事業は、取引形態の性質上、媒体社からの仕入れに依存してお

り、媒体社との取引が継続されず広告枠や広告商品の仕入れが出来なくなった場合及び取引条件

等が変更された場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

インターネット広告代理事業は、複数の競合会社が存在し、営業提案力の強化等を積極的に取り

組んでおりますが、顧客獲得のための価格競争の激化により収益性の低下等を招き、当社グルー

プの業績に影響を与える可能性があります。 

 

⑬ 外国為替証拠金取引事業に係るリスクについて 

(ⅰ)外国為替証拠金取引について 

 当社グループが取扱う外国為替証拠金取引は、顧客が各レバレッジコース毎に当社グループの

定める所定の金額以上の証拠金を当社グループに預け入れることにより、取引を行うことができ

ます。これにより、顧客は実際に預け入れた資金以上の金額の外国為替証拠金取引を行うことが

できることから、高い投資収益が期待できる半面、多大な投資損失を被る可能性があります。当

社グループは、取引証拠金が証拠金維持率20％を下回った際に、損失の拡大を防ぐために、当社

グループの所定の方法により、強制的にお客様の保有するポジション(建玉)の全部を反対売買し

て決済する制度を設け、顧客の資産の保護に努めておりますが、顧客が預け入れた資金以上の損

失（超過損失）が発生し、顧客が不足分を支払うことができない場合、当社グループは顧客に対

する債権の全部または一部について貸倒の損失を負う可能性があります。このような場合には、

当社グループの業績および財政状態に影響を与える可能性があります。 
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(ⅱ)カウンターパーティについて 

 当社グループが取扱う外国為替証拠金取引は、顧客と当社グループの相対取引でありますが、

顧客との取引から生じるリスクの減少を目的として、実績のある銀行、証券会社等複数の金融機

関との間でカバー取引を行っております。しかしながら、当該金融機関による業務・財務状況の

悪化等によりカバー取引が困難な場合は、顧客に対するポジションのリスクヘッジが実行出来な

い可能性があります。また、当該金融機関の経営破綻等により、当社グループが担保金として差

し入れている資金の回収が出来ない可能性があります。このような場合には、当社グループの業

績および財政状態に影響を与える可能性があります。 

(ⅲ)顧客資産の分別管理について 

 金融商品取引業者は、顧客資産が適切に維持されるよう、顧客から預かっている資産を自己の

固有の財産と分別して管理することが義務付けられております。当社グループは、顧客から預っ

ている資産を大手金融機関に預け、当社グループの固有財産と区分して信託財産として管理し顧

客資産を保全する体制を整えております。しかしながら、システム障害等による正しい資産の算

出が不能となった場合、または不測の事態により分別管理が出来ない事態が生じた場合、業務停

止や登録抹消等の行政処分が行われることがあり、当社グループの事業展開、業績及び財政状態

に影響を与える可能性があります。 

(ⅳ)コンピューターシステム障害について 

 当社グループが取扱う外国為替証拠金取引は、システムの安定稼動及び強化に努めております

が、何らかの要因によりシステム障害や不正アクセスが発生し、約款等に定める免責事項では補

完できない損失が顧客に発生した場合、顧客の機会損失、当社グループの信用低下や損害賠償義

務の負担等により、当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

 また、当社グループで利用している外国為替証拠金取引に関するシステムに含まれるソフトウ

ェアの中には当社グループがその著作権を保有していないものも存在しておりますが、当該著作

権の利用に関して使用許諾を受けることで、事業運営に支障がない体制を構築、維持しておりま

す。万が一、当該使用許諾に関する契約の終了、当該著作権を保有する会社の経営破綻、その他

何らかの理由で当該ソフトウェアが利用できなくなった場合には、当社グループの事業展開、業

績および財政状態に影響を与える可能性があります。 

(ⅴ)外国為替市場の変動について 

 当社グループが取扱う外国為替証拠金取引は、為替相場の変動が顧客の売買損益に多大な影響

を及ぼします。従って、相場変動が当社グループの顧客に不利に働き顧客の損失が増大すること

により、顧客の投資意欲の減退を招き、外国為替取引高が減少する可能性があります。当該事業

の収益は外国為替取引高に依拠しているため、このような状況が長期化した場合には、当社グル

ープの業績および財政状態に影響を与える可能性があります。また、急激な為替変動により当社

グループがカウンターパーティに対して、顧客のポジションのカバー取引が実行出来ない可能性

があります。このような想定外の事態が発生した場合には、当社グループの業績および財政状態

に影響を与える可能性があります。 

(ⅵ)適合性の原則、取引開始基準等について 

 金融商品取引業者は、金融商品取引法上、顧客の実情に適合した取引を行うことが義務付けら

れており、当社グループが取扱う外国為替証拠金取引は、顧客の取引開始時に適正なチェックを

行っておりますが、チェック不備等により顧客が実情に適合していない取引を行った結果、行政

当局からの処分等または顧客から訴訟を提起される可能性があります。 

(ⅶ)犯罪による収益移転防止に関する法律について 

 平成20年３月１日より、犯罪による収益の移転防止に関する法律（以下「犯罪収益移転防止

法」という。）が施行され、従来、金融機関が独自に行っていた顧客の本人確認および記録の保

存を法律上の義務とし、顧客管理体制の整備を促すことにより、テロ資金や犯罪収益の追跡のた

めの情報確保とテロ資金供与及びマネー・ロンダリング等の利用防止が定められております。 
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 当社グループが取扱う外国為替証拠金取引は、同法に基づき所定の書類等を顧客から徴収し、

本人確認を実施するとともに本人確認記録及び取引記録を保存しております。しかしながら、当

社グループの業務管理が同法に適合していないという事態が発生した場合、もしくは今後新たな

法的規制が設けられた場合には、当社グループの事業展開および業績に影響を与える可能性があ

ります。 

(ⅷ)金融商品取引業者登録について 

 当社グループが取扱う外国為替証拠金取引は、金融商品取引業を営むため、金融商品取引法第

29条および第31条に基づく登録を受けており、金融商品取引法、関連政令、府令等の法令等に従

って業務を遂行しております。また、金融商品取引法に基づき一定の自己資本規制比率の維持が

求められております。しかしながら、当社グループが、関連する法令等に抵触する事態が発生し

た場合は、業務停止や登録抹消等の行政処分を受ける可能性があり、当社グループの事業展開、

業績および財政状態に重大な影響を与える可能性があります。 

 

⑭ 投資育成事業に係るリスクについて 

 当社グループは、当社グループの企業戦略に則り、日本国内外におけるインターネット関連の

企業に対して投資を実施しております。投資先企業と当社グループとの事業シナジー効果等を期

待して投資を実行しておりますが、これらの投資が回収出来ない可能性があります。 

 また、投資先企業のうち公開企業につきましては、株価動向によって評価差益の減少または評

価差損の増加もしくは減損適用による評価損が発生する可能性があります。さらに、投資先企業

の今後の業績の如何によっては、当社保有投資有価証券等の減損適用等により、当社グループの

損益に影響を与える可能性があります。 

 なお、当社グループ及び当社グループが運営管理する投資事業組合等（ファンド）は、複数の

未公開企業への投資を実行しておりますが、これらの未公開企業は、その将来性において不確定

要素を多数抱えており、技術革新、市場環境等の外部要因だけでなく、経営管理体制等の内部要

因により業績が悪化し、当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

 

⑮ EC事業に係るリスクについて 

 当社グループはEC（電子商取引）事業を展開しており、商品管理体制や仕入先との契約締結を

徹底しておりますが、販売した商品に法令違反または瑕疵等があり、当該商品の安全性等に問題

が生じた場合には、商品を販売した顧客に対して損害賠償責任等が生じ、当社グループへの信頼

の喪失等によって当社グループの業績に影響を与える可能性があります。また、当社グループが

販売する商品の情報は、各商品に関連する法令等に則り、WEBサイト上に記載されております。当

社グループでは、これらの法令等を遵守すべく、社内での定期的な勉強会を開催するとともに、

掲載にあたっては、外部専門家の指導を受けるなど最善の方法を取っております。これらの法令

等について、現行の法解釈に何らかの変更が生じた場合、もしくは新たに当社グループの事業を

規制する法令等が制定・施行された場合、その内容によっては当社グループの事業が制約を受け

たり、当社グループが新たな対応を余儀なくされる可能性があります。このような場合には、当

社グループの事業展開及び業績に影響を与える可能性があります。 
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２．企業集団の状況 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は平成22年９月30日現在、当社（株式会社サイバーエ

ージェント）、連結子会社42社（うち２組合）及び持分法適用関連会社４社（うち２組合）によっ

て構成され、内部管理上の事業区分を基準として、Ameba関連事業、メディア関連事業、インター

ネット広告代理事業、投資育成事業に区分しております。 

 

【事業系統図】 

 

 

  

  

  

（注）１ 当連結会計年度より、セグメント情報における事業区分の変更を行っております。詳細につ

きましては、「４．連結財務諸表 注記事項 （セグメント情報）」をご参照下さい。 

２ 平成22年11月１日付で、㈱サイバーエージェント・インベストメントは、㈱サイバーエージ

ェント・ベンチャーズに社名変更しております。 
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３．経営方針 

(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、「21世紀を代表する会社を創る」をビジョンに掲げ、急拡大するインターネッ

ト分野に軸足をおき、インターネットを通して新たな社会を創造していくことを経営の基本方針と

して、努力してまいります。 

 

(2）目標とする経営指標 

 当社グループの重視する経営指標は、①売上高、②営業利益の２指標でございます。高収益事業

を開発・展開していくことにより利益率の向上を図ってまいります。 

 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループは、インターネットビジネスの総合企業となるべく、企画力、育成力、マーケティ

ング力、集客力、販売力を活かして、高収益事業を開発・展開し、中長期的な企業価値の向上を図

ってまいります。 

 

(4）会社の対処すべき課題 

 当社グループにおきましては、以下３点を主な経営課題と認識しております。 

① Ameba関連及びメディア関連事業  

  Amebaを中心としたメディア事業の収益性の向上 

② インターネット広告代理事業  

  営業提案力強化による売上高の拡大及び利益率の向上 

③ 技術力の強化  

  優秀な技術者の採用・育成 

 

 これらの経営課題を解決して事業拡大・成長し続けるために、事業拡大に応じた内部管理体制や

コーポレート・ガバナンスの充実を図りながら、Amebaを中心としたメディア企業としてのブランド

の浸透や人材採用・育成の強化に積極的に取り組んでまいります。 
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4.【連結財務諸表】 
(1)【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成22年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※２  18,965 21,428

受取手形及び売掛金 10,728 12,531

有価証券 100 －

たな卸資産 ※３  581 ※３  231

営業投資有価証券 2,638 2,216

外国為替取引顧客預託金 ※２  13,816 ※２  22,924

外国為替取引顧客差金 5,467 8,370

繰延税金資産 743 1,409

その他 3,559 3,230

貸倒引当金 △52 △71

流動資産合計 56,549 72,272

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 997 845

減価償却累計額 △521 △364

建物及び構築物（純額） 475 481

工具、器具及び備品 3,502 3,562

減価償却累計額 △2,405 △2,409

工具、器具及び備品（純額） 1,096 1,153

リース資産 － 28

減価償却累計額 － △2

リース資産（純額） － 25

建設仮勘定 － 12

その他 52 －

有形固定資産合計 1,625 1,673

無形固定資産   

のれん 1,061 2,308

ソフトウエア 1,684 2,240

リース資産 － 13

その他 377 370

無形固定資産合計 3,123 4,932

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１  2,659 ※１  3,153

長期貸付金 － 38

繰延税金資産 902 267

その他 2,954 1,478

貸倒引当金 △523 △93

投資その他の資産合計 5,993 4,845

固定資産合計 10,741 11,451

資産合計 67,291 83,723
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(平成22年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,682 7,632

短期借入金 1,170 220

リース債務 － 10

未払法人税等 1,137 3,141

外国為替取引顧客預り証拠金 19,534 30,782

繰延税金負債 10 8

ポイント引当金 490 445

その他 5,237 7,156

流動負債合計 34,263 49,396

固定負債   

社債 900 500

長期借入金 352 309

リース債務 － 31

繰延税金負債 169 19

その他 27 1

固定負債合計 1,449 862

負債合計 35,712 50,259

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,771 6,771

資本剰余金 5,106 5,106

利益剰余金 13,536 18,374

株主資本合計 25,415 30,252

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 436 24

為替換算調整勘定 △120 △121

評価・換算差額等合計 316 △96

新株予約権 13 27

少数株主持分 5,834 3,281

純資産合計 31,579 33,464

負債純資産合計 67,291 83,723
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(2)【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 93,897 96,650

売上原価 60,335 61,177

売上総利益 33,562 35,473

販売費及び一般管理費 ※１  29,078 ※１  26,136

営業利益 4,483 9,337

営業外収益   

受取利息 41 40

受取配当金 － 11

投資有価証券売却益 22 －

持分法による投資利益 35 －

その他 93 61

営業外収益合計 193 113

営業外費用   

支払利息 31 30

投資有価証券評価損 76 23

持分法による投資損失 － 3

消費税等調整額 132 105

為替差損 43 33

その他 46 28

営業外費用合計 329 225

経常利益 4,347 9,225

特別利益   

投資有価証券売却益 2 969

関係会社株式売却益 810 447

貸倒引当金戻入額 10 －

持分変動利益 14 －

その他 109 126

特別利益合計 947 1,542

特別損失   

固定資産除却損 ※２  206 ※２  266

減損損失 ※４  872 ※４  508

固定資産臨時償却費 172 －

投資有価証券売却損 12 －

投資有価証券評価損 1,099 152

関係会社株式売却損 － 150

移転費用 ※３  267 －

その他 76 275

特別損失合計 2,707 1,352

税金等調整前当期純利益 2,587 9,415

法人税、住民税及び事業税 1,829 3,809

法人税等調整額 △721 △104

法人税等合計 1,107 3,705

少数株主利益 211 215

当期純利益 1,268 5,493
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(3)【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 6,771 6,771

当期末残高 6,771 6,771

資本剰余金   

前期末残高 5,106 5,106

当期末残高 5,106 5,106

利益剰余金   

前期末残高 12,535 13,536

当期変動額   

剰余金の配当 △453 △648

連結子会社等の増加に伴う利益剰余金の増
加

270 －

連結子会社等の減少に伴う利益剰余金の減
少

△74 △14

連結子会社等の増加に伴う利益剰余金の減
少

△9 －

連結子会社等の減少に伴う利益剰余金の増
加

－ 6

当期純利益 1,268 5,493

当期変動額合計 1,001 4,837

当期末残高 13,536 18,374

株主資本合計   

前期末残高 24,413 25,415

当期変動額   

剰余金の配当 △453 △648

連結子会社等の増加に伴う利益剰余金の増
加

270 －

連結子会社等の減少に伴う利益剰余金の減
少

△74 △14

連結子会社等の増加に伴う利益剰余金の減
少

△9 －

連結子会社等の減少に伴う利益剰余金の増
加

－ 6

当期純利益 1,268 5,493

当期変動額合計 1,001 4,837

当期末残高 25,415 30,252

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △180 436

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 616 △411

当期変動額合計 616 △411

当期末残高 436 24
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

為替換算調整勘定   

前期末残高 △39 △120

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △80 △1

当期変動額合計 △80 △1

当期末残高 △120 △121

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △219 316

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 535 △413

当期変動額合計 535 △413

当期末残高 316 △96

新株予約権   

前期末残高 5 13

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 7 14

当期変動額合計 7 14

当期末残高 13 27

少数株主持分   

前期末残高 5,946 5,834

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △111 △2,553

当期変動額合計 △111 △2,553

当期末残高 5,834 3,281

純資産合計   

前期末残高 30,146 31,579

当期変動額   

剰余金の配当 △453 △648

連結子会社等の増加に伴う利益剰余金の増加 270 －

連結子会社等の減少に伴う利益剰余金の減少 △74 △14

連結子会社等の増加に伴う利益剰余金の減少 △9 －

連結子会社等の減少に伴う利益剰余金の増加 － 6

当期純利益 1,268 5,493

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 431 △2,952

当期変動額合計 1,432 1,885

当期末残高 31,579 33,464
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 2,587 9,415

減価償却費 1,758 1,913

のれん償却額 351 300

減損損失 872 508

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8 △6

受取利息 △41 △40

受取配当金 － △11

支払利息 31 30

為替差損益（△は益） 38 61

固定資産除却損 206 266

固定資産臨時償却費 172 －

移転費用 267 －

投資有価証券売却損益（△は益） △12 △968

投資有価証券評価損益（△は益） 1,175 201

関係会社株式売却損益（△は益） △810 △296

持分法による投資損益（△は益） △35 3

持分変動損益（△は益） △6 －

売上債権の増減額（△は増加） 41 △3,042

たな卸資産の増減額（△は増加） △171 △137

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 167 216

仕入債務の増減額（△は減少） △126 1,921

未払金の増減額（△は減少） △1,724 673

未払消費税等の増減額（△は減少） △108 216

その他 1,856 1,173

小計 6,497 12,396

利息及び配当金の受取額 51 52

利息の支払額 △32 △27

法人税等の支払額 △1,791 △1,451

その他の収入 35 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,760 10,969
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,610 △1,601

定期預金の払戻による収入 1,040 981

有形固定資産の取得による支出 △982 △1,238

無形固定資産の取得による支出 △1,654 △2,404

投資有価証券の取得による支出 △245 △63

投資有価証券の売却による収入 135 1,227

投資有価証券の償還による収入 54 －

関係会社株式の取得による支出 △178 △2,633

関係会社株式の売却による収入 2,188 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
支出

－ ※２  △2,375

貸付けによる支出 △64 △413

貸付金の回収による収入 28 466

敷金及び保証金の差入による支出 △232 △457

敷金及び保証金の回収による収入 － 941

その他 △76 △224

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,597 △7,796

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 867 △150

長期借入れによる収入 600 1,400

長期借入金の返済による支出 △264 △1,328

社債の発行による収入 1,189 －

社債の償還による支出 △300 △200

少数株主からの払込みによる収入 4 95

配当金の支払額 △458 △653

少数株主への配当金の支払額 △1,264 △109

その他 3 △7

財務活動によるキャッシュ・フロー 376 △954

現金及び現金同等物に係る換算差額 △57 △66

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,482 2,152

現金及び現金同等物の期首残高 14,487 17,982

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

12 △0

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  17,982 ※１  20,134
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(5) 【継続企業の前提に関する注記】 

 

   該当事項はありません。 

 

 

(6) 【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】 

項目 
前連結会計年度 

(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

連結子会社の数 51社 

主要な連結子会社 

株式会社シーエー・モバイル 

株式会社ECナビ 

株式会社ネットプライスドットコム 

株式会社サイバーエージェントFX 

株式会社ジークレスト 

株式会社サイバーエージェント・イ

ンベストメント 

株式会社サイバー・バズ 

サイバーエージェントCA-I投資事業

有限責任組合 

投資事業組合CAJ-1 

連結子会社の数 42社 

主要な連結子会社 

株式会社シーエー・モバイル 

株式会社ECナビ 

株式会社サイバーエージェントFX 

株式会社ジークレスト 

株式会社サイバーエージェント・イ

ンベストメント （注） 

株式会社サイバー・バズ 

サイバーエージェントCA-Ⅰ投資事

業有限責任組合 

投資事業組合CAJ-1 

（注）平成22年11月１日付で、株式

会社サイバーエージェント・イ

ンベストメントは、株式会社サ

イバーエージェント・ベンチャ

ーズに社名変更しております。

 

１ 連結の範囲に関する事

項 

 納得福来速商務咨詢（上海）有限

公司、株式会社ウェブリアル、株式

会社CyberZ、株式会社TMN、株式会社

サムザップにつきましては、当連結

会計年度に新規設立したことに伴

い、連結の範囲に含めております。 

 中國易市網絡投資有限公司、上海

易市网络信息有限公司は従来、持分

法を適用する関連会社としておりま

したが、重要性が増したため連結の

範囲に含めております。 

 CyberAgent America, Inc. は 従

来、持分法を適用しない非連結子会

社としておりましたが、重要性が増

したため連結の範囲に含めておりま

す。 

 株式会社イデアコミュニケーショ

ン、株式会社ユーフォロスにつきま

しては、当連結会計年度中に株式を

売却したことにより、連結の範囲か

ら除外しております。 

 株式会社ケータイソリューショ

ン、株式会社ニユース・サービス・

 株式会社リサーチパネルエイジ

ア、株式会社ジェネシックス、

GCREST America, Inc.、株式会社

unigame、株式会社adingo search 

labs、株式会社アプリボットにつき

ましては、当連結会計年度に新規設

立したため、トレンダーズ株式会社

につきましては、当連結会計年度に

株式を追加取得したため連結の範囲

に含めております。 

 株式会社ネットプライスドットコ

ム、株式会社ネットプライス、株式

会社デファクトスタンダード、株式

会社ショップエアライン、株式会社

シアン、株式会社転送コム、Shop 

Airlines America,Inc.、納得福来

速商務咨詢（上海）有限公司につき

ましては、当連結会計年度に株式会

社ネットプライスドットコムの株式

の一部を売却したことにより持分比

率が低下したため、中國易市網絡投

資有限公司、上海易市网络信息有限

公司につきましては、当連結会計年
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

 センター、株式会社アレグロワーク

スにつきましては、当連結会計年度

に吸収合併されたことにより連結の

範囲から除外しております。 

 株式会社サイバーエージェントプ

ラス、株式会社サバンナ、株式会社

ネットプライスインキュベーション

につきましては、当連結会計年度に

清算結了したことにより連結の範囲

から除外しております。 

 微告亞洲集團有限公司他２社につ

きましては、いずれも小規模であ

り、合計の純資産、売上高、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため、連結の範囲から

除外しております。 

度に中國易市網絡投資有限公司の株

式の一部を売却したことにより持分

比率が低下したため、株式会社イン

ターナショナルスポーツマーケティ

ング、株式会社CAMエンタテインメ

ント、株式会社モバイル＆ゲームス

タジオ、株式会社コミュニティ・ス

クエアにつきましては、当連結会計

年度に株式を売却したため、株式会

社ウェブリアルにつきましては、当

連結会計年度に吸収合併されたため

連結の範囲から除外しております。 

 微告亞洲集團有限公司他６社につ

きましては、いずれも小規模であ

り、合計の純資産、売上高、当期純

損益（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため、連結の範囲から

除外しております。 

(1) 持分法を適用した関連会社数 

５社 

主要な会社名 

 株式会社エムシープラス 

 CA-JAICチャイナ・インターネット

ファンド 

(1) 持分法を適用した関連会社数 

４社 

主要な会社名 

 株式会社ネットプライスドットコ

ム 

 CA-JAICチャイナ・インターネッ

トファンド 

２ 持分法の適用に関する

事項 

 株式会社dangoは、当連結会計年度

において新規に株式を取得したこと

により持分法を適用する関連会社と

しております。 

 株式会社トラフィックゲートは

「連結財務諸表における子会社及び

関連会社の範囲の決定に関する適用

指針」（企業会計基準適用指針第22

号 平成20年５月13日）を適用し、

当連結会計年度中より持分法の適用

範囲としましたが、当連結会計年度

中に株式を売却したことにより、持

分法の適用範囲から除外しておりま

す。 

 中國易市網絡投資有限公司及び上

海易市网络信息有限公司につきまし

ては、当連結会計年度において連結

の範囲に含めることとなったため、

持分法を適用する関連会社から除外

しております。 

  

 株式会社ネットプライスドットコ

ム、中國易市網絡投資有限公司につ

きましては、従来連結の範囲に含め

ておりましたが当連結会計年度に株

式の一部を売却したことにより持分

比 率 が 低 下 し た た め 、 CA–JAIC 

China Internet Fund II, L. P.に

つきましては、当連結会計年度に新

規設立したため持分法の適用範囲に

含めております。 

 株式会社エムシープラス、株式会

社もしも、株式会社オークファンに

つきましては、当連結会計年度に株

式会社ネットプライスドットコムの

株式の一部を売却したことにより持

分比率が低下したため、株式会社

dangoにつきましては、当連結会計

年度に第三者割当増資を行ったこと

により持分比率が低下したため持分

法の適用範囲から除外しておりま

す。 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

株式会社クロス・マーケティングは

持分比率が低下したため、当連結会計

年度より持分法適用の範囲から除外し

ております。 

 

(2) 持分法を適用しない非連結子会

社数  ３社 

 主要な会社名 

  微告亞洲集團有限公司 

 持分法を適用しない非連結子会社

又は関連会社はいずれも、それぞれ

当期純利益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等か

らみて、持分法の対象から除いても

連結財務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要性が

ないため、持分法の適用対象から除

外しております。 

(2) 持分法を適用しない非連結子会

社及び関連会社のうち主要な会

社の名称 

  微告亞洲集團有限公司 

 同左 

 

 

 他の会社の議決権の100分の20以

上、100分の50以下を自己の計算にお

いて所有しているにもかかわらず関

連会社としなかった当該他の会社等

の名称 

  ジークラウド株式会社 

関連会社としなかった理由 

 小規模であり、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、

いずれも連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないためであ

ります。 

 他の会社の議決権の100分の20以

上、100分の50以下を自己の計算に

おいて所有しているにもかかわらず

関連会社としなかった当該他の会社

等の名称 

  Viet Games Software Service 

  Joint Stock Company 

  GREEN MOBILE CORPORATION 

迈奔灵动科技（北京）有限公司 

関連会社としなかった理由 

 当社の営業目的である投資育

成のために取引したものであ

り、営業、人事、資金その他の

取引を通して、投資先会社の支

配を目的としたものではないた

め関連会社としておりません。 

３ 連結子会社の事業年度

等に関する事項 

 連結子会社のうち、株式会社サイ

バーエージェントFXの決算日は３月

31日であり、他４社の決算日は12月

31日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたって

は、連結決算日において、連結財務

諸表作成の基礎となる財務諸表を作

成するために必要とされる決算を行

っております。 

 連結子会社のうち、株式会社サイ

バーエージェントFX、トレンダーズ

株式会社の決算日は３月31日であり

ます。 

 連結財務諸表の作成にあたって

は、連結決算日において、連結財務

諸表作成の基礎となる財務諸表を作

成するために必要とされる決算を行

っております。 

４ 会計処理基準に関する

事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

  ①有価証券の評価基準及び評価方

法 

 ①有価証券の評価基準及び評価方

法 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

   その他有価証券 

（営業投資有価証券を含む） 

  その他有価証券 

   （営業投資有価証券を含む） 

    時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく

時価法によっております。 

（評価差額は全部純資産直入法 

により処理し、売却原価は主と

して移動平均法により算定して

おります。） 

   時価のあるもの 

    同左     

    時価のないもの 

移動平均法による原価法を採

用しております。 

なお、関連会社である投資事

業組合に対する出資金ついて

は、(4)投資事業組合への出資

金に係る会計処理に基づき処

理しております。 

   時価のないもの 

    同左 

 

    

  ②デリバティブの評価基準及び評

価方法 

   時価法を採用しております。 

 ②デリバティブの評価基準及び評

価方法 

    同左 

  ③たな卸資産の評価基準及び評価

方法 

 ③たな卸資産の評価基準及び評価

方法 

   商品 …個別法による原価法

（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に

基づく簿価切下げの方

法）を採用しておりま

す。 

  商品  

    同左 

   仕掛品…個別法による原価法

（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に

基づく簿価切下げの方

法）を採用しておりま

す。 

  仕掛品 

    同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

  ①有形固定資産（リース資産を除

く） 

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は建物10

～15年、工具器具備品４～８

年であります。 

 ①有形固定資産（リース資産を除

く） 

定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は建物５

～15年、工具器具備品５～15

年であります。 

  ②無形固定資産（リース資産を除

く） 

 

 ②無形固定資産（リース資産を除

く） 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

 定額法を採用しております。なお、

ソフトウェア（自社利用）につ

いては社内における見込利用可

能期間（５年以内）による定額

法を採用しております。 

 同左 

  ③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零として算定する定

額法を採用しております。 

 なお、リース取引会計基準の

改正適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 ③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引に係るリース資産 

    同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 (3) 重要な引当金の計上基準 

  貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るために、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

 貸倒引当金 

   同左 

 

  ポイント引当金 

 自社グループメディア会員等

の将来のポイント行使による支

出に備えるため、当連結会計年

度に付与したポイントに対し利

用実績率等に基づき算出した、

翌連結会計年度以降に利用され

ると見込まれるポイントに対す

る所要額を計上しております。 

 ポイント引当金 

   同左 

 

 (4) 投資事業組合への出資金に係る

会計処理 

(4) 投資事業組合への出資金に係る

会計処理 

    投資事業組合への出資金に係

る会計処理は、主に組合の当連

結会計年度に係る財務諸表に基

づいて、組合の資産、負債、収

益及び費用を連結会社の出資持

分割合に応じて計上しておりま

す。 

   同左 

 

 (5) 外国為替証拠金取引に係る会計

処理 

(5) 外国為替証拠金取引に係る会計

処理 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

  顧客との約定取引により生じる

約定金額と、カウンターパーティ

とのカバー取引により生じる約定

金額との差額を連結損益計算書上

の売上高に計上しております。 

 顧客の未決済取引に係る評価損

益は全ての外国為替証拠金取引に

係る評価損益を合算し相殺して算

出しており、これと同額を連結貸

借対照表上の外国為替取引顧客差

金勘定に計上しております。 

 顧客から受け入れた証拠金は連

結貸借対照表上の外国為替取引顧

客預り証拠金勘定に計上しており

ます。 

 また、顧客から受け入れた証

拠金は金融商品取引業等に関す

る内閣府令第143条第１項第１号

に定める金融機関に対する金銭

信託の方法により自己の資産と

区分管理しており、連結貸借対

照表上の外国為替取引顧客預託

金勘定に計上しております。 

   同左 

 

 (6) その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項 

(6) その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項 

    消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

   同左 

 

 (7) 連結納税制度の適用 (7) 連結納税制度の適用 

    連結納税制度を適用しており

ます。 

   同左 

 

５ 連結子会社の資産及び

負債の評価に関する事

項 

 連結子会社の資産及び負債の評価

方法は、全面時価評価法によってお

ります。 

   同左 

 

６ のれんの償却に関する

事項 

 個別案件毎に判断し、20年以内の

合理的な年数で償却しております。

なお、金額的に重要性のない場合に

は、発生時に全額償却しておりま

す。 

   同左 

 

７ 連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない、取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

   同左 
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(7) 【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】 

会計方針の変更 

前連結会計年度 

(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

 当連結会計年度から平成18年７月５日公布の「棚卸資

産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企

業会計基準第９号）を適用しております。 

 なお、この変更による損益及びセグメント情報に及ぼ

す影響は軽微であります。 

（リース取引に関する会計基準等） 

 当連結会計年度から平成19年３月30日公布の「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会

計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針

第16号）を適用しております。 

 なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引

き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

 また、この変更による損益及びセグメント情報に及ぼ

す影響はありません。 

 

 

―――――――― 
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表示方法の変更 

前連結会計年度 

(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

（連結貸借対照表）  

 従来投資その他の資産で表示しておりました「長期

貸付金」は当連結会計年度末において資産の総額の

100分の1以下となったため、投資その他の資産の「そ

の他」として表示しております。 

 なお、当連結会計年度末における「長期貸付金」の

金額は32百万円であります。 

――――――― 

（連結損益計算書） （連結損益計算書） 

１. 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「固

定資産売却益」は当連結会計年度において、特別利

益の総額の100分の10以下となったため、特別利益

「その他」に含めて表示しております。 

 なお、当連結会計年度における「固定資産売却

益」の金額は1百万円であります。 

１. 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「貸

倒引当金戻入額」、「持分変動利益」は当連結会計

年度において、特別利益の総額の100分の10以下と

なったため、特別利益「その他」に含めて表示して

おります。 

 なお、当連結会計年度における「貸倒引当金戻入

額」は89百万円、「持分変動利益」は20百万円であ

ります。 

２. 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「事

業撤退損」は当連結会計年度において、特別損失の

総額の100分の10以下となったため、特別損失「その

他」に含めて表示しております。 

 なお、当連結会計年度における「事業撤退損」の

金額は0百万円であります。 

２. 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「投

資有価証券売却損」、「移転費用」、「固定資産臨

時償却費」は当連結会計年度において、特別損失の

総額の100分の10以下となったため、特別損失「そ

の他」に含めて表示しております。 

 なお、当連結会計年度における「投資有価証券売

却損」は0百万円、「移転費用」は110百万円、「固

定資産臨時償却費」は84百万円であります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） （連結キャッシュ・フロー計算書） 

 財務活動によるキャッシュ・フローの「短期借入

金の純増減額」は、前連結会計年度まで区分掲記し

ておりました「短期借入れによる収入」及び「短期

借入金の返済による支出」で総額表示しておりまし

たが、借入期間が短く、かつ、回転が速い短期借入

金が主であるため純額表示しております。 

 なお、当連結会計年度における「短期借入金の純

増減額」を総額表示すると、「短期借入れによる収

入」の金額は5,900百万円、「短期借入金の返済によ

る支出」は5,032百万円であります。 

１． 前連結会計年度において、「営業活動によるキャ

ッシュ・フロー」で区分掲記しておりました「移転

費用」及び「持分変動損益」は重要性が低下したた

め、当連結会計年度では「営業活動によるキャッシ

ュ・フロー」の「その他」に、同じく「固定資産臨

時償却費」は「減価償却費」に含めて表示しており

ます。 

 なお、当連結会計年度の「営業活動によるキャッ

シュ・フロー」の「その他」に含まれる「移転費

用」は36百万円、「持分変動損益」は△20百万円、

「減価償却費」に含まれる「固定資産臨時償却費」

は84百万円であります。 

  ２． 前連結会計年度において、「投資活動によるキャ

ッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました

「敷金及び保証金の回収による収入」、「連結範囲

の変更を伴う子会社株式の売却による支出」は重要

性が増加したため、当連結会計年度では区分掲記す

ることとしております。 

 なお、前連結会計年度の「投資活動によるキャッ

シュ・フロー」の「その他」に含まれる「敷金及び

保証金の回収による収入」は97百万円、「連結範囲

の変更を伴う子会社株式の売却による支出」は△7

百万円であります。 
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(8) 【連結財務諸表に関する注記事項】 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 

(平成21年９月30日) 

当連結会計年度 

(平成22年９月30日) 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次
のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 304百万円 

  

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次
のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 1,953百万円 
 

※２ 外国為替証拠金取引について顧客より預託を受
けた金銭（顧客預託金）を自己の固有の財産と分
別して保管しております。その資産は次のとおり
であります。 

 外国為替取引顧客預託金 13,816百万円 

 現金及び預金 251百万円 

  

※２ 外国為替証拠金取引について顧客より預託を受
けた金銭（顧客預託金）を自己の固有の財産と分
別して保管しております。その資産は次のとおり
であります。 

 外国為替取引顧客預託金 22,924百万円 

 

  

※３ たな卸資産の内訳は下記の通りであります。 

 商品 299百万円 

 仕掛品 256百万円 

 その他 25百万円 

 計 581百万円 

  

※３ たな卸資産の内訳は下記の通りであります。 

 商品 118百万円 

 仕掛品 75百万円 

 その他 38百万円 

 計 231百万円 

  

４  当社グループは運転資金の効率的な調達を行う
ため取引銀行５行と当座貸越契約を締結しており
ます。この契約に基づく当連結会計年度末の借入
未実行残高は次のとおりであります。 

 当座貸越極度額の総額 4,330百万円 

 借入実行残高 1,060百万円 

 差引額 3,270百万円 

  

４  当社グループは運転資金の効率的な調達を行う
ため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しており
ます。この契約に基づく当連結会計年度末の借入
未実行残高は次のとおりであります。 

 当座貸越極度額の総額 3,230百万円 

 借入実行残高 220百万円 

 差引額 3,010百万円 
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（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 

(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与手当 9,306百万円

広告宣伝費 3,095百万円

   

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給与手当 9,200百万円 

広告宣伝費 2,989百万円 

   

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりでありま

す。 

建物附属設備 15百万円

工具器具及び備品 21百万円

建設仮勘定 0百万円

ソフトウェア 37百万円

ソフトウェア仮勘定 131百万円

  計 206百万円

   

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりでありま

す。 

建物附属設備 80百万円 

工具器具及び備品 25百万円 

建設仮勘定 18百万円 

ソフトウェア 69百万円 

ソフトウェア仮勘定 72百万円 

その他 0百万円 

  計 266百万円 
 

※３ 移転費用の内容は次のとおりであります。 

 賃貸契約解約損 136百万円

 原状回復費 130百万円

 計 267百万円

  

 

―――――――― 

  

※４ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以

下の資産グループについて減損損失を計上しま

した。 

※４ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以

下の資産グループについて減損損失を計上しま

した。 

（１）減損損失を認識した主な資産 （１）減損損失を認識した主な資産 

場所 用途 種類 

東京都渋谷区 事業用資産 建物附属設備 

東京都渋谷区 事業用資産 工具器具及び備品 

東京都渋谷区 

東京都品川区 
事業用資産 ソフトウェア 

東京都渋谷区 事業用資産 ソフトウェア仮勘定 

東京都渋谷区 事業用資産 リース資産 

東京都渋谷区 事業用資産 土地 

東京都渋谷区 事業用資産 前払費用及び 

長期前払費用 

― その他 のれん 

   

場所 用途 種類 

東京都渋谷区 

東京都港区 
事業用資産 

工具器具及び

備品 

東京都渋谷区 

米国カリフォルニア州
事業用資産 ソフトウェア 

東京都渋谷区 

米国カリフォルニア州
事業用資産 

ソフトウェア

仮勘定 

東京都港区 事業用資産 リース資産 

― その他 のれん 

   

（２）減損損失の認識に至った経緯 （２）減損損失の認識に至った経緯 

 メディア（広告・課金・コンテンツ）事業、メディ

ア（コマース）事業につきまして、当初想定していた

収益を見込めなくなったため、当該事業に係る資産グ

ループについて減損損失を認識しております。 

  

 

 メディア関連事業につきまして、当初想定していた

収益を見込めなくなったため、当該事業に係る資産グ

ループについて減損損失を認識しております。 
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前連結会計年度 

(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

（３）減損損失の金額 （３）減損損失の金額 

建物附属設備 1百万円

工具器具及び備品 6百万円

ソフトウェア 206百万円

ソフトウェア仮勘定 8百万円

リース資産減損勘定 4百万円

のれん 554百万円

土地 0百万円

前払費用及び 

長期前払費用 
90百万円

  計 872百万円

   

工具器具及び備品 2百万円

ソフトウェア 308百万円

ソフトウェア仮勘定 154百万円

リース資産減損勘定 1百万円

のれん 41百万円

  計 508百万円

   

（４）資産のグルーピングの方法 （４）資産のグルーピングの方法 

 当社グループは減損会計の適用にあたり、事業単位

を基準とした管理会計上の区分に従って資産グルーピ

ングを行っております。 

  

   同左 

（５）回収可能価額の算定方法 （５）回収可能価額の算定方法 

 当社グループの回収可能価額は使用価値を使用して

おります。メディア（広告・課金・コンテンツ）の一

部事業については、将来キャッシュ・フローがマイナ

スであるため具体的な割引率の算定は行っておりませ

ん。 

 メディア（コマース)事業については、減損損失の測

定における回収可能価額として使用価値を用いており

ますが、事業の廃止を決定したため使用価値はゼロと

しております。 

 当社グループの回収可能価額は使用価値を使用して

おります。メディア関連事業の一部については、将来

キャッシュ・フローがマイナスであるため具体的な割

引率の算定は行っておりません。 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 
前連結会計年度末 

(株) 

当連結会計年度 

増加株式数 

(株) 

当連結会計年度 

減少株式数 

(株) 

当連結会計年度末 

(株) 

 普通株式 648,343 － － 648,343

  

２ 新株予約権等に関する事項 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種

類 

前連結 

会計年度末
当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少 

当連結 

会計年度末 

当連結会計

年度末残高

(百万円)

連結子会社 
ストック・オプション
としての新株予約権 

普通株式 ― ― ― ― 13

合計 ― ― ― ― 13

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 

１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成20年12月19日
定時株主総会 

普通株式 453 700 平成20年９月30日 平成20年12月22日

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円）

配当の原資

 

１株当たり

配当額 

(円) 

基準日 効力発生日 

平成21年12月18日
定時株主総会 

普通株式 648 利益剰余金 1,000 平成21年９月30日 平成21年12月21日

  

㈱サイバーエージェント(4751)　平成22年９月期　決算短信

32



 

 

当連結会計年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 
前連結会計年度末 

(株) 

増加 

(株) 

減少 

(株) 

当連結会計年度末 

(株) 

 普通株式 648,343 － － 648,343

 

２ 新株予約権等に関する事項 

目的となる株式の数(株) 

区分 内訳 
目的となる
株式の種類 前連結 

会計年度末
増加 減少 

当連結 

会計年度末 

当連結会計

年度末残高

(百万円)

提出会社 
ストック・オプション
としての新株予約権 

普通株式 ― 1,168 ― 1,168 27

合計 ― 1,168 ― 1,168 27

 

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 

１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成21年12月18日
定時株主総会 

普通株式 648 1,000 平成21年９月30日 平成21年12月21日

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円) 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成22年12月17日
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 1,426 2,200 平成22年９月30日 平成22年12月20日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 

(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年９月30日）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年９月30日）

現金及び預金勘定 18,965百万円

容易に換金可能でありかつ価値の
変動について僅少なリスクしか負
わない有価証券 

100百万円

計 19,065百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預
金 

△831百万円

分離保管預金 △251百万円

現金及び現金同等物 17,982百万円

  

現金及び預金勘定 21,428百万円

外国為替取引顧客預託金 22,924百万円

外国為替取引顧客預託金のうち外
国為替取引顧客預り保証金の分別
管理を目的とするもの 

△22,767百万円

計 21,586百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預
金 

△1,451百万円

現金及び現金同等物 20,134百万円

   

――――――― ※２ 株式の売却により連結子会社でなくなった会社

の資産および負債の主な内訳 

 株式の売却により株式会社ネットプライスドッ

トコムが連結子会社でなくなったことに伴う売却

時の資産及び負債の内訳並びに株式の売却価額と

売却による支出は次のとおりであります。 

流動資産 4,929百万円 

固定資産 1,879百万円 

流動負債 △2,217百万円 

固定負債 △210百万円 

のれん未償却残高 △38百万円 

少数株主持分 △2,208百万円 

評価・換算差額 45百万円 

新株予約権 △13百万円 

売却後の関係会社株式勘定 △1,669百万円 

株式売却損益 420百万円 

売却価額 918百万円 

現金及び現金同等物 △3,224百万円 

差引：売却による収入 

（△支出） 
△2,306百万円 
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（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

 

メディア
（ブログ関

連） 

(百万円) 

メディア
（広告・課
金・コンテ
ンツ） 

(百万円)

メディア
（コマー
ス） 

(百万円)

インターネ
ット広告代

理 

(百万円)

投資育成

(百万円)
計 

(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益    

 売上高    

 (1)外部顧客に対す
る売上高 

3,944 30,645 18,180 40,904 222 93,896 0 93,897

 (2)セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

1,581 2,375 18 452 － 4,428 (4,428) －

計 5,526 33,020 18,199 41,356 222 98,325 (4,428) 93,897

 営業費用 6,055 28,825 17,561 40,797 611 93,851 (4,438) 89,413

 営業利益又は営業損
失（△） 

△529 4,194 638 559 △389 4,473 10 4,483

Ⅱ 資産、減価償却
費、減損損失及び
資本的支出 

   

 資産 2,200 40,860 8,157 6,649 3,252 61,120 6,170 67,291

 減価償却費 278 969 230 277 2 1,758 0 1,758

 減損損失 － 863 9 － － 872 － 872

 資本的支出 436 1,530 337 261 0 2,567 － 2,567

（注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
２ 各事業区分の内容 
(1）メディア（ブログ関連）事業 
  「Ameba」及び「アメーバピグ」、「プーペガール」の運営、「MicroAd」の運営、クチコミ事業等 
(2）メディア（広告・課金・コンテンツ）事業 
  PC及びモバイルメディアの運営、オンラインゲーム事業、外国為替証拠金取引、コンテンツ提供等 
(3）メディア（コマース）事業 
  オンラインショッピング事業等 
(4）インターネット広告代理事業 
  広告代理事業、SEM（検索エンジンマーケティング）事業等 
(5）投資育成事業 
  コーポレートベンチャーキャピタルによる投資、ファンド運営等 
３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（6,752百万円）の主なものは、親会社での余資運
用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

４ 会計処理基準に関する事項の変更 
（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用） 
「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「棚卸
資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用しております。 
この変更による各事業の営業利益に与える影響は軽微であります。 

（リース取引に関する会計基準の適用） 
「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、所有権移転外ファイナン
ス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、当連
結会計年度より、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業審議
会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基
準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改
正））を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。 
なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、
引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
また、この変更による各事業の営業利益に与える影響はありません。 
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当連結会計年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

 
Ameba関連 

(百万円) 

メディア関
連 

(百万円)

インターネ
ット広告代

理 

(百万円)

投資育成

(百万円)
計 

(百万円) 

消去又は 

全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益    

 売上高    

 (1)外部顧客に対する
売上高 

7,777 39,160 49,219 499 96,656 (6) 96,650

 (2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

2,598 1,961 1,259 － 5,819 (5,819) －

計 10,376 41,121 50,479 499 102,476 (5,825) 96,650

 営業費用 8,847 35,018 48,418 857 93,142 (5,828) 87,313

 営業利益又は営業損失
（△） 

1,529 6,102 2,060 △358 9,334 2 9,337

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び資本的
支出 

   

 資産 3,496 62,052 8,264 3,262 77,075 6,648 83,723

 減価償却費 440 1,239 227 4 1,912 0 1,913

 減損損失 17 488 1 － 508 － 508

 資本的支出 875 2,398 364 6 3,645 － 3,645

(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の内容 

(1) Ameba関連事業 

Ameba、アメーバピグ、プーペガール等 

(2) メディア関連事業 

ソーシャルゲーム事業、PC及びモバイルメディアの運営、外国為替証拠金取引事業、EC事業等 

(3) インターネット広告代理事業 

広告代理事業、SEM（検索エンジンマーケティング）事業、SEO（検索エンジン最適化）等 

(4) 投資育成事業 

コーポレートベンチャーキャピタルによる投資、ファンド運営等 

３ 事業区分の変更について 

 従来、事業の種類別セグメントの区分につきましては、内部管理上の事業区分を基準として、「メ

ディア（ブログ関連）事業」、「メディア（広告・課金・コンテンツ）事業」、「メディア（コマー

ス）事業」、「インターネット広告代理事業」、「投資育成事業」に区分しておりました。 

 しかしながら、注力事業であるAmeba（従来のメディア（ブログ関連）事業）を中心とした高収益な

ビジネスモデルを目指す中、株式会社ネットプライスドットコム（従来のメディア（コマース）事

業）を持分法適用関連会社とし、株式会社ジークレスト（従来のメディア（広告・課金・コンテン

ツ）事業）を完全子会社にする等、「選択と集中」という観点から事業ポートフォリオの見直しを行

いました。 

 この結果、内部管理上の事業区分と従来の事業セグメントを整合させる必要が生じたため、前連結

会計年度まで区分掲記しておりました「メディア（コマース）事業」を「メディア（広告・課金・コ

ンテンツ）事業」に統合したうえで、「メディア（広告・課金・コンテンツ）事業」を「メディア関

連事業」に、「メディア（ブログ関連）事業」を「Ameba関連事業」にそれぞれ名称変更をいたしまし

た。 

 なお、前連結会計年度のセグメント情報を、当連結会計年度の事業区分の方法により区分すると以

下のとおりとなります。 
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Ameba関連 

(百万円) 

メディア関
連 

(百万円)

インターネ
ット広告代

理 

(百万円)

投資育成

(百万円)
計 

(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益    

 売上高    

 (1)外部顧客に対する
売上高 

3,944 48,826 40,904 222 93,897 － 93,897

 (2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

1,581 2,326 452 － 4,360 (4,360) －

計 5,526 51,152 41,356 222 98,257 (4,360) 93,897

 営業費用 6,055 46,319 40,797 611 93,784 (4,371) 89,413

 営業利益又は営業損失
（△） 

△529 4,832 559 △389 4,472 11 4,483

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び資本的
支出 

   

 資産 2,200 48,990 6,649 3,252 61,092 6,198 67,291

 減価償却費 278 1,199 277 2 1,758 0 1,758

 減損損失 － 872 － － 872 － 872

 資本的支出 436 1,868 261 0 2,567 － 2,567

 

 

２．所在地別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める

割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

当連結会計年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める

割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

 

３．海外売上高 

前連結会計年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

 連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

当連結会計年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

 連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 
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（金融商品関係） 

当連結会計年度（自  平成21年10月１日  至  平成22年９月30日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、Ameba関連事業、メディア関連事業及びインターネット広告代理事業といった、

インターネットユーザー及び広告主の両方向に接点を持ったインターネット総合サービスを提供し

ており、当該サービスから発生する資金負担の可能性に備えるため、手許流動性の維持に加え、複

数の取引金融機関と当座貸越契約を締結し、資金需要に備えております。 

 また、当社の連結子会社である㈱サイバーエージェントFXは、デリバティブ取引である外国為替

証拠金取引事業を行っております。㈱サイバーエージェントFXにおいては、顧客との相対取引によ

る外国為替証拠金取引を行うほか、当該取引により生じるリスクを回避するために、カウンターパ

ーティーとの相対取引によるカバー取引を行っております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

 営業投資有価証券及び投資有価証券は、主に株式、債券及び組合出資金等であり、純投資目的及

び事業推進目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リス

ク、市場価格の変動リスクに晒されております。 

 外国為替取引顧客預託金は、外国為替証拠金取引に係る顧客から受け入れた取引証拠金等を区分

管理するためのものであり、信託銀行と顧客区分管理信託契約を締結しておりますが、契約内容が

履行されない場合に発生する信用リスクに晒されています。 

 営業債務である支払手形及び買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。 

 外国為替取引顧客預り証拠金は、外国為替証拠金取引により発生するものであり、顧客が預け入

れた証拠金等以上に損失を被ることにより発生する未収金が回収できない可能性を含んだ顧客の信

用リスク、顧客との相対取引での決済履行に係る信用リスク及び取引先金融機関の信用リスクに晒

されています。また、外貨建資産・負債を含んでいるため、流動性リスク及び為替変動リスクに晒

されています。 

(3) 金融商品に関するリスク管理体制 

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

 当社グループは、与信管理規程に従い、新規取引先等の審査及び与信管理を行っております。ま

た、経理規程に従い、営業債権について、各事業部門における管理部門と経理部門の協働により、

取引先ごとに期日及び残高の管理をするとともに、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングす

ることにより、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

 外国為替証拠金取引における顧客の信用リスクに対しては、顧客の損失が証拠金に対して一定の

比率を超えると未決済ポジションを自動的に成行決済する自動ロスカット制度を採用することによ

り信用リスクが生じる可能性の低減を図っております。カウンターパーティの信用リスクに対して

は、カウンターパーティを複数選定することにより、信用リスクの分散を図っております。また、

カバー取引の実施にあたっては、取引の結果生じる為替ポジション及び売買損益について、ディー

リング部門におけるチェックを行うと共に、為替ポジションの残高、売買損益や差金決済等のチェ

ックを管理部門においても行うことにより、取引の内容について二重チェックする管理体制を整え

ております。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把

握しており、上場株式等については四半期ごとに時価の把握を行っております。 

 外国為替証拠金取引においては、顧客等との間の取引により生じる為替ポジションを、カウンタ

ーパーティとの間で行うカバー取引によってヘッジすることにより、為替変動リスクの管理を行っ

ております。カバー取引によるヘッジは、社内規程に基づき実施され、毎週末時点における通貨ペ
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ア毎の為替ポジションの偏りをゼロとすることの義務付け及び会社全体、カバー取引実施担当者毎

に一時的に保有できる為替ポジションの数量等の制限により為替変動リスクの低減を図っておりま

す。また、これらの制限について、上記のリスク相当額の算出を通じての管理に加えて、取引シス

テムを通じてリアルタイムのモニタリングを実施しており、取引結果についても、カウンターパー

ティとの決済差金や残高の確認等を通じて二重のチェックを行っております。 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

 外国為替証拠金取引において、カウンターパーティとの間でカバー取引を行うにあたって必要と

なる差入保証金の一部を金融機関との支払承諾契約に基づく保証状により代用することによって、

手許流動性の維持を図り、流動性リスクを管理しております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定され

た価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前

提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「デリバティブ取引

関係」注記におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ

取引に係る市場リスクを示すものではありません。 

 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成22年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれてい

ません（(注２)を参照ください）。 

（単位：百万円） 

 
連結貸借対照表計上額

（*） 
時価（*） 差額 

 (1) 現金及び預金 21,428 21,428 － 

 (2) 受取手形及び売掛金 12,531 12,531 － 

 (3) 営業投資有価証券 305 305 － 

 (4) 外国為替取引顧客預託金 22,924 22,924 － 

 (5) 投資有価証券 2,177 2,435 258 

 資産計 59,368 59,627 258 

 (1) 支払手形及び買掛金 (7,632) (7,632) － 

 (2) 外国為替取引顧客預り証拠金 (30,782) (30,782) － 

 負債計 (38,415) (38,415) － 

 デリバティブ取引    

  外国為替取引顧客差金 8,014 8,014 － 

（*) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 

   デリバティブ取引により生じた正味の債権は純額で表示しております。 

 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(4) 外国為替取引顧客預託金 

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
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おります。 

(3) 営業投資有価証券、(5) 投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提

示された価格によっております。 

 

負 債 

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 外国為替取引顧客預り証拠金 

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 

 

デリバティブ取引 

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。 

 

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

(単位：百万円） 

区分 連結貸借対照表計上額 

営業投資有価証券 

  非上場株式 970

  投資事業組合等への出資金(*) 939

合計 1,910

投資有価証券 

  非上場株式 715

  投資事業組合等への出資金(*) 260

合計 976

(*) 投資事業組合等への出資金のうち、投資事業組合等の組合財産が非上場株式など時

価を把握することが極めて困難と認められるもので構成されているものについては、

時価開示の対象としておりません。 

  

 

(注３) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

(単位：百万円） 

 
１年以内 

１年超 

５年以内 

５年超 

10年以内 
10年超 

現金及び預金 21,428 － － －

受取手形及び売掛金 12,531 － － －

外国為替取引顧客預託金 22,924 － － －

投資有価証券  

 その他有価証券のうち満期があるもの － － － 500
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(注４) 社債、長期借入金、リース債務及びその他有利子負債の連結決算後の返済予定額 

(単位：百万円） 

 
１年以内 

１年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

社債 200 200 200 100 － －

長期借入金 450 210 99 － － －

リース債務 10 10 9 7 4 －

合 計 660 420 309 107 4 －

  

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及

び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）

を適用しております。   
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（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 

(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

（外国為替証拠金取引） 

(1) 取引の内容及び利用目的等 

 当社は、事業目的として顧客との相対取引により外国為替証拠金取引を行うほか、顧客との取引により生じ

るリスクをヘッジするためにカウンターパーティとの相対取引により外国為替証拠金取引を行っております。 

(2) 取引に対する取組方針 

 顧客との相対取引による外国為替証拠金取引は、当社の提示する為替レートに対するインターネットを経由

した注文の受付・受諾により成立します。ディーリング部門においては、顧客の取引約定の結果生じる為替変

動リスクをヘッジするために、ディーリング規程により、カウンターパーティに対してカバー取引を実施し、

原則として当社全体の為替ポジションの大幅な偏りを持たないように運用しており、毎週末時点においては通

貨ペア毎に為替ポジションを0とするよう管理しております。 

(3) 取引に係るリスクの内容 

 顧客との外国為替証拠金取引においては、為替相場の急激な変動等の要因により顧客が証拠金の金額を超え

る損失を被る可能性があり、この場合顧客に対する金銭債権が生じることに伴う信用リスクが発生いたしま

す。一方、カウンターパーティとの外国為替証拠金取引においては、当社の行うカバー取引の実行及び決済等

の履行に係る信用リスクを有しております。 

 また、当社は、顧客との外国為替証拠金取引により生じる為替変動リスクをカバー取引によりヘッジするこ

とを為替ポジション管理の基本方針としておりますが、カバー取引の管理に不備がある場合、為替変動リスク

のヘッジが意図どおり行われないリスクを有しております。 

(4) 取引に係るリスクの管理体制 

 顧客の信用リスクに対しては、顧客の損失が証拠金に対して一定の比率を超えると未決済ポジションを自動

的に成行決済する自動ロスカット制度を採用することにより信用リスクが生じる可能性の低減を図っておりま

す。 

 カウンターパーティの信用リスクに対しては、カウンターパーティを複数選定することにより、信用リスク

の分散を図っております。 

 また、カバー取引の実施にあたっては、取引の結果生じる為替ポジション及び売買損益について、ディーリ

ング部門におけるチェックを行うと共に、為替ポジションの残高、売買損益や差金決済等のチェックを管理部

門においても行うことにより、取引の内容について二重チェックする管理体制が整えられております。 
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２．取引の時価等に関する事項 

取引の種類 対象物の種類 
契約額等 

(百万円) 

契約額等のうち

１年超 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

評価損益 

(百万円) 

売建 109,198 12,997 103,696 5,501

外国為替証拠金取引 

買建 103,451 1,372 103,696 244

合計 212,649 14,369 207,392 5,746

（注）１．時価の算定方法については、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 

２．時価の算定方法については当連結会計年度末の直物為替相場により算定しております。 

 

 

当連結会計年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

 ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類毎の連結決算日

における契約額又は契約において定められた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定

方法は、次のとおりであります。 

取引の種類 対象物の種類 
契約額等 

(百万円) 

契約額等のうち

１年超 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

評価損益 

(百万円) 

売建 129,144 － 7,442 7,442

外国為替証拠金取引 

買建 34,447 － 572 572

合計 163,591 － 8,014 8,014

（注）１．時価の算定方法については当連結会計年度末の直物為替相場によって算定しております。 

 なお、従来は外貨建の契約額に連結会計年度末の直物為替相場を乗じた金額を時価として表示しており

ましたが、当連結会計年度より外貨建の契約額に連結会計年度末の直物為替相場を乗じた金額と円貨建の

契約額の差額を時価として表示しております。 

２．時価及び評価損益はみなし決済損益を記載しております。 

  

  

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

 該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

前連結会計年度 

(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

  

１株当たり純資産額 39,687円65銭

１株当たり当期純利益 1,955円96銭

（注）当連結会計年度において、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額については、希薄化効果を
有している潜在株式が存在しないため、記載して
おりません。 

  

１株当たり純資産額 46,511円86銭

１株当たり当期純利益 8,473円75銭

（注）当連結会計年度において、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額については、希薄化効果を
有している潜在株式が存在しないため、記載して
おりません。 

    
  

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 前連結会計年度 

(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当期純利益 1,268百万円 5,493百万円 

普通株式に係る当期純利益 1,268百万円 5,493百万円 

普通株式の期中平均株式数 648,343株 648,343株 

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要 

普通株式に対する新株予約権 

15,155株 

普通株式に対する新株予約権 

16,008株 
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（重要な後発事象） 

 

前連結会計年度 

(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

１．連結子会社株式会社ネットプライスドットコム株

式の一部売却及び重要な連結範囲の変更 

当社グループは、平成21年10月29日開催の取締役

会において、連結子会社である株式会社ネットプラ

イスドットコム（以下、「ネットプライス」とい

う。）株式の一部譲渡を決議し、同日付で締結した

株式の譲渡契約に基づき、平成21年11月５日に同社

株式を売却しました。 

(1) 株式売却の理由 

当社は、ネットプライスが平成16年７月に東証マ

ザーズに上場して以来、段階的に持株比率を下げ、

平成21年９月30日時点において48.5%の株式を保有

しておりましたが、注力事業「Ameba」を中心とし

た高収益なビジネスモデルを目指す中、「選択と集

中」という観点から、ネットプライス株式を譲渡す

ることといたしました。 

(2) 売却先の概要 

佐藤輝英（当社連結子会社株式会社ネットプライ

スドットコム代表取締役社長兼グループCEO） 

当社との間には資本関係・取引関係はありませ

ん。 

(3) 売却の時期 

譲渡日： 平成21年11月５日 

(4)当該子会社の名称、事業内容及び会社との取引内

容 

名称：株式会社ネットプライスドットコム 

主な事業の内容：ギャザリング事業、コマースイ

ンキュベーション事業を中心と

したネットプライスグループの

株式保有を通じた企業グループ

統括・運営等 

ネットプライスグループの連結財政状態及び営業

成績（平成21年９月期） 

純資産 4,305百万円

総資産 6,724百万円

１株当たり純資産 37,995.20円

売上高 13,140百万円

経常利益 275百万円

当期純利益 87百万円

１株当たり当期純損益 787.33円

当社との取引内容：平成21年９月期、当社の広告

主として7百万円の広告出稿 

当社との関係 

・資本関係 

 当社は、平成21年９月30日時点において、ネッ

トプライスの普通株式 54,840 株（持株比率

48.5％）を保有しておりました。 

・人的関係 

自己株式の取得について 

平成22年11月４日開催の取締役会において、会社法

第165 条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156 条の規定に基づき、下記のとおり、自己株式

を取得することを決議いたしました。 

 

  (1) 自己株式の取得を行う理由 

株主還元の一環として自己株式の取得を行います。

また、自己株式の取得により資本効率の改善を図ると

ともに、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策

の遂行をしてまいります。 

 

  (2) 取得の内容 

①取得する株式の種類   当社普通株式 

②取得する株式の総数   21,600株（上限） 

（発行済株式総数に対する割合 3.33％） 

③株式の取得価額の総額   30億円（上限） 

④自己株式取得の日程 

 平成22年11月５日から平成23年10月31日まで 
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前連結会計年度 

(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

 当社専務取締役日高裕介が、ネットプライスの

取締役を兼務しておりましたが平成21年10月29日

付で辞任しております。 

(5) 売却した株式の数、売却価額、売却損益及び売

却後の持分比率 

①売却した株式の数：普通株式 12,000株 

②売却価額： 918百万円 

③売却損益：特別利益 451百万円 

④売却後の持分比率： 37.9％ 

(株価算定の根拠） 

本契約締結日前日の東京証券取引所におけるネ

ットプライスの普通株式の終値及び本契約締結日

の属する月の各日（取引が成立しない日を除く）

の東京証券取引所における普通株式の終値の出来

高加重平均値を単純平均した価額により計算して

おります。 

(6) 重要な連結範囲の変更 

平成21年10月29日開催の取締役会決議により、

当社と佐藤輝英氏との株主間契約を合意解約し、

共同保有関係が解消され、ネットプライスは平成

21年10月29日に連結子会社から持分法適用関連会

社に異動しています。その結果、平成21年10月１

日以降、ネットプライスの経営成績は、連結損益

計算書において持分法による投資損益として反映

されます。 

２．株式会社ジークレストの完全子会社化  

 当社は平成21年10月１日をもって、当社の連結

子会社である株式会社ジークレストの株式を取得

し、同社は当社の完全子会社となりました。 

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合

の法的形式、並びに取引の目的を含む取引の概要 

①被取得企業の名称：株式会社ジークレスト 

②事業の内容：オンラインゲームの企画、開発、

運営、販売携帯電話向けコンテ

ンツの企画、開発、運営、販売 

③企業結合の法的形式：株式取得 

④取引の目的を含む取引の概要 

昨今当社の注力事業「Ameba」においても課金

事業を開始しており、グループシナジーを最大限

に活かしサービスの充実をはかると同時に、課金

事業を多元的に強化し収益を拡大させることを目

的に、同社を完全子会社といたしました。 

(2) 被取得企業の取得原価及びその内訳 

①被取得企業の取得原価 

1,424百万円 

②取得原価の内訳 

株式取得費用 1,424百万円 

全て現金で支出しております。 

(3) 実施した会計処理の概要 
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前連結会計年度 

(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

「連結財務諸表原則 第四 ５ 子会社株式の

追加取得及び一部売却等」に基づき会計処理をし

ております。 

(4) 発生したのれんの金額等 

①のれんの金額 

1,142百万円 

②発生原因 

企業結合時の時価純資産のうち少数株主に帰属

する金額が取得原価を下回ったため、その差額を

のれんとして認識いたしました。 

③償却の方法及び償却期間 

のれんの償却については、10年の定額法で償却

いたします。 

 

  

  

  

（開示の省略） 

リース取引、関連当事者情報、税効果会計、有価証券、ストック・オプション等、企業結合等

に関する注記事項につきましては、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるた

め開示を省略します。また、退職給付、賃貸等不動産につきましては、該当事項がないため記載

しておりません。 
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5.【個別財務諸表】 
(1)【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年９月30日) 

当事業年度 
(平成22年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,414 6,299

受取手形 33 51

売掛金 4,852 7,216

リース投資資産 1 －

有価証券 77 －

商品 － 1

仕掛品 18 56

営業投資有価証券 2,460 1,945

前渡金 － 89

前払費用 222 140

短期貸付金 － 429

未収入金 427 1,053

繰延税金資産 124 422

その他 362 197

貸倒引当金 △46 △37

流動資産合計 13,948 17,865

固定資産   

有形固定資産   

建物 374 348

減価償却累計額 △282 △78

建物（純額） 91 270

工具、器具及び備品 1,267 1,528

減価償却累計額 △897 △985

工具、器具及び備品（純額） 370 542

建設仮勘定 24 1

有形固定資産合計 486 814

無形固定資産   

ソフトウエア 413 465

ソフトウエア仮勘定 58 －

その他 1 13

無形固定資産合計 472 478

投資その他の資産   

投資有価証券 1,383 571

関係会社株式 5,598 8,950

出資金 － 4

長期貸付金 － 18

従業員に対する長期貸付金 2 －

関係会社長期貸付金 280 408
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年９月30日) 

当事業年度 
(平成22年９月30日) 

破産更生債権等 15 51

長期前払費用 － 0

敷金及び保証金 889 503

繰延税金資産 170 43

その他 13 7

貸倒引当金 △122 △103

投資その他の資産合計 8,229 10,455

固定資産合計 9,189 11,748

資産合計 23,138 29,614

負債の部   

流動負債   

買掛金 3,436 4,820

1年内償還予定の社債 200 －

1年内返済予定の長期借入金 132 －

リース債務 1 －

未払金 766 1,870

未払費用 264 285

未払法人税等 457 2,401

未払消費税等 184 353

前受金 225 158

預り金 62 66

ポイント引当金 45 38

その他 － 332

流動負債合計 5,776 10,326

固定負債   

社債 700 500

長期借入金 202 70

リース債務 6 －

その他 5 －

固定負債合計 913 570

負債合計 6,690 10,896
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年９月30日) 

当事業年度 
(平成22年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,771 6,771

資本剰余金   

資本準備金 1,858 1,858

その他資本剰余金 3,248 3,248

資本剰余金合計 5,106 5,106

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 4,229 6,898

利益剰余金合計 4,229 6,898

株主資本合計 16,107 18,776

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 425 19

為替換算調整勘定 △85 △105

評価・換算差額等合計 339 △85

新株予約権 － 27

純資産合計 16,447 18,718

負債純資産合計 23,138 29,614
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(2)【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 42,442 55,508

売上原価 34,041 42,198

売上総利益 8,401 13,310

販売費及び一般管理費 8,583 9,947

営業利益又は営業損失（△） △182 3,362

営業外収益   

受取利息 9 10

有価証券利息 14 13

受取配当金 165 175

為替差益 14 －

その他 37 37

営業外収益合計 241 235

営業外費用   

支払利息 5 5

社債利息 7 12

投資有価証券評価損 45 18

社債発行費 10 －

貸倒引当金繰入額 24 55

その他 2 14

営業外費用合計 96 106

経常利益又は経常損失（△） △38 3,491

特別利益   

投資有価証券売却益 － 945

貸倒引当金戻入額 10 －

関係会社株式売却益 822 787

その他 2 132

特別利益合計 835 1,865

特別損失   

固定資産除却損 40 72

減損損失 45 －

投資有価証券評価損 558 －

固定資産臨時償却費 142 －

移転費用 219 －

関係会社株式評価損 18 235

その他 21 98

特別損失合計 1,045 405

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △248 4,952

法人税、住民税及び事業税 92 1,646

法人税等調整額 △515 △11

法人税等合計 △422 1,634

当期純利益 174 3,317
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売上原価明細書 

  
前事業年度 

(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 

(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比 

(％) 
金額(百万円) 

構成比 

(％) 

 Ⅰ 媒体費  31,164 91.6 38,255 90.5

 Ⅱ 労務費   304 0.9 698 1.7

 Ⅲ 外注費   1,513 4.5 1,795 4.2

 Ⅳ 経費   735 2.2 944 2.2

 Ⅴ 投資育成事業売上原価  276 0.8 574 1.4

   当期総仕入高  33,995 100.0 42,268 100.0

   期首仕掛品たな卸高    65 18 

    合計     34,060 42,287 

   期末仕掛品たな卸高    18 57 

   他勘定振替高    － 31 

 当期売上原価  34,041 42,198 

   

（注） 原価計算の方法 

当社の原価計算は､実際個別原価計算であります。 
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(3)【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 6,771 6,771

当期末残高 6,771 6,771

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,858 1,858

当期末残高 1,858 1,858

その他資本剰余金   

前期末残高 3,248 3,248

当期末残高 3,248 3,248

資本剰余金合計   

前期末残高 5,106 5,106

当期末残高 5,106 5,106

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 4,508 4,229

当期変動額   

剰余金の配当 △453 △648

当期純利益 174 3,317

当期変動額合計 △279 2,668

当期末残高 4,229 6,898

利益剰余金合計   

前期末残高 4,508 4,229

当期変動額   

剰余金の配当 △453 △648

当期純利益 174 3,317

当期変動額合計 △279 2,668

当期末残高 4,229 6,898

株主資本合計   

前期末残高 16,387 16,107

当期変動額   

剰余金の配当 △453 △648

当期純利益 174 3,317

当期変動額合計 △279 2,668

当期末残高 16,107 18,776
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △161 425

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 586 △406

当期変動額合計 586 △406

当期末残高 425 19

為替換算調整勘定   

前期末残高 － △85

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △85 △19

当期変動額合計 △85 △19

当期末残高 △85 △105

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △161 339

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 501 △425

当期変動額合計 501 △425

当期末残高 339 △85

新株予約権   

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 27

当期変動額合計 － 27

当期末残高 － 27

純資産合計   

前期末残高 16,225 16,447

当期変動額   

剰余金の配当 △453 △648

当期純利益 174 3,317

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 501 △398

当期変動額合計 221 2,270

当期末残高 16,447 18,718
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(4)【継続企業の前提に関する注記】 

該当事項はありません。 

 

(5)【重要な会計方針の変更】 

表示方法の変更 

前事業年度 

(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 

(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

 （貸借対照表） 

――――――― １ 前事業年度において流動資産の「その他」に含め

ておりました「短期貸付金」は、総資産額の100分の

1を超えることとなったため、当連結会計年度におい

ては区分掲記することといたしました。 

 なお、前事業年度は、流動資産の「その他」に129

百万円含まれております。 

２ 前事業年度まで区分掲記しておりました「ソフト

ウエア仮勘定」は当事業年度において、総資産額の

100分の1以下となったため、無形固定資産の「その

他」に含めて表示しております。 

 なお、当事業年度における「ソフトウエア仮勘

定」は12百万円であります。 

３ 前事業年度まで区分掲記しておりました「1年内償

還予定の社債」及び「1年内返済予定の長期借入金」

は当事業年度において、負債及び純資産の総額の100

分の1以下となったため、流動負債の「その他」に含

めて表示しております。 

 なお、当事業年度における「1年内償還予定の社

債」は200百万円、「1年内返済予定の長期借入金」

は132百万円であります。 

  

（損益計算書） （損益計算書） 

１ 前事業年度まで売上高及び売上原価を「メディア

（ブログ関連）事業・メディア（広告・課金・コン

テンツ）事業・メディア（コマース）事業・インタ

ーネット広告代理事業」「投資育成事業」に区分し

ておりましたが、区分して記載する重要性が乏しく

なったため、当事業年度より事業別に区分して記載

せず、「売上高」「売上原価」の科目をもって掲記

することといたしました。 

 なお、当事業年度における「メディア（ブログ関

連）事業・メディア（広告・課金・コンテンツ）事

業・メディア（コマース）事業・インターネット広

告代理事業」、「投資育成事業」の売上高及び売上

原価は下記のとおりであります。 

 

１ 前事業年度まで区分掲記しておりました「為替差

益」は当事業年度において、営業外収益の総額の100

分の10以下となったため、営業外収益「その他」に

含めて表示しております。 

 なお、当事業年度における「為替差益」は3百万円

であります。 

２ 前事業年度において特別利益の「その他」に含め

ておりました「投資有価証券売却益」は、特別利益

の総額の100分の10を超えることとなったため、当連

結会計年度においては区分掲記することといたしま

した。 

 なお、前事業年度は、特別利益の「その他」に0百

万円含まれております。 
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前事業年度 

(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 

(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

 

２ 前事業年度まで区分掲記しておりました「投資有

価証券売却益」は当事業年度において、特別利益の

総額の100分の10以下となったため、特別利益「そ

の他」に含めて表示しております。 

 なお、当事業年度における「投資有価証券売却

益」は0百万円であります。 

３ 前事業年度まで区分掲記しておりました「関係会

社整理損」は当事業年度において、特別損失の総額

の100分の10以下となったため、特別損失「その他」

に含めて表示しております。 

 なお、当事業年度における「関係会社整理損」は0百

万円であります。 

事業区分 売上高 売上原価 

メディア（ブログ関

連）事業・メディア

（広告・課金・コンテ

ンツ）事業・メディア

（コマース）事業・イ

ンターネット広告代理

事業 

42,267百万円 33,765百万円 

投資育成事業 175百万円 276百万円 

３ 前事業年度まで区分掲記しておりました「貸倒引

当金戻入額」は当事業年度において、特別利益の総

額の100分の10以下となったため、特別利益「その

他」に含めて表示しております。 

 なお、当事業年度における「貸倒引当金戻入額」

は122百万円であります。 

４ 前事業年度まで区分掲記しておりました「投資有

価証券評価損」及び「移転費用」は当事業年度にお

いて、特別損失の総額の100分の10以下となったた

め、特別損失「その他」に含めて表示しておりま

す。 

 なお、当事業年度における「投資有価証券評価

損」は35百万円、「移転費用」は9百万円でありま

す。 
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（重要な後発事象） 

前事業年度 

(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 

(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

１．連結子会社株式会社ネットプライスドットコム株

式の一部売却 

当社は、平成21年10月29日開催の取締役会におい

て、連結子会社である株式会社ネットプライスドッ

トコム（以下、「ネットプライス」という。）株式

の一部譲渡を決議し、同日付で締結した株式の譲渡

契約に基づき、平成21年11月５日に同社株式を売却

しました。 

(1) 株式売却の理由 

当社は、ネットプライスが平成16年７月に東証マ

ザーズに上場して以来、段階的に持株比率を下げ、

平成21年９月30日時点において48.5%の株式を保有

しておりましたが、注力事業「Ameba」を中心とし

た高収益なビジネスモデルを目指す中、「選択と集

中」という観点から、ネットプライス株式を譲渡す

ることといたしました。 

(2) 売却先の概要 

佐藤輝英（当社連結子会社株式会社ネットプライ

スドットコム代表取締役社長兼グループCEO） 

当社との間には資本関係・取引関係はありませ

ん。 

(3) 売却の時期 

譲渡日： 平成21年11月５日 

(4)当該子会社の名称、事業内容及び会社との取引内

容 

名称：株式会社ネットプライスドットコム 

主な事業の内容：ギャザリング事業、コマースイ

ンキュベーション事業を中心と

したネットプライスグループの

株式保有を通じた企業グループ

統括・運営等 

ネットプライスグループの連結財政状態及び経営

成績（平成21年９月期） 

純資産 4,305百万円

総資産 6,724百万円

１株当たり純資産 37,995.20円

売上高 13,140百万円

経常利益 275百万円

当期純利益 87百万円

１株当たり当期純損益 787.33円

当社との取引内容：平成21年９月期、当社の広告

主として7百万円の広告出稿 

当社との関係 

・資本関係 

 当社は、平成21年９月30日時点において、ネ

ットプライスの普通株式54,840株（持株比率

48.5％）を保有しておりました。 

・人的関係 

 当社専務取締役日高裕介が、ネットプライス

自己株式の取得について 

平成22年11月４日開催の取締役会において、会社法

第165 条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156 条の規定に基づき、下記のとおり、自己株式

を取得することを決議いたしました。 

 

  (1) 自己株式の取得を行う理由 

株主還元の一環として自己株式の取得を行います。

また、自己株式の取得により資本効率の改善を図ると

ともに、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策

の遂行をしてまいります。 

 

  (2) 取得の内容 

①取得する株式の種類   当社普通株式 

②取得する株式の総数   21,600株（上限） 

（発行済株式総数に対する割合 3.33％） 

③株式の取得価額の総額   30億円（上限） 

④自己株式取得の日程 

 平成22年11月５日から平成23年10月31日まで 
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前事業年度 

(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当事業年度 

(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

の取締役を兼務しておりましたが平成21年10月

29日付で辞任しております。 

(5) 売却した株式の数、売却価額、売却損益及び売

却後の持分比率 

①売却した株式の数：普通株式 12,000株 

②売却価額： 918百万円 

③売却損益：特別利益 786百万円 

④売却後の持分比率： 37.9％ 

(株価算定の根拠） 

本契約締結日前日の東京証券取引所におけるネ

ットプライスの普通株式の終値及び本契約締結日

の属する月の各日（取引が成立しない日を除く）

の東京証券取引所における普通株式の終値の出来

高加重平均値を単純平均した価額により計算して

おります。 

２．株式会社ジークレストの完全子会社化  

 当社は平成21年10月1日をもって、当社の連結

子会社である株式会社ジークレストの株式を取得

し、同社は当社の完全子会社となりました。 

(1) 被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合

の法的形式、並びに取引の目的を含む取引の概要 

①被取得企業の名称：株式会社ジークレスト 

②事業の内容：オンラインゲームの企画、開発、

運営、販売携帯電話向けコンテン

ツの企画、開発、運営、販売 

③企業結合の法的形式：株式取得 

④取引の目的を含む取引の概要 

昨今当社の注力事業「Ameba」においても課金

事業を開始しており、グループシナジーを最大限

に活かしサービスの充実をはかると同時に、課金

事業を多元的に強化し収益を拡大させることを目

的に、同社を完全子会社といたしました。 

(2) 被取得企業の取得原価及びその内訳 

①被取得企業の取得原価 

1,424百万円 

②取得原価の内訳 

株式取得費用 1,424百万円 

全て現金で支出しております。 
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６．その他 

  

(1) 役員の異動 

① 代表取締役の異動 

 該当事項はありません。 

 

② その他の役員の異動 

・新任取締役候補 

  取締役 石井 洋之（現 株式会社CAテクノロジー代表取締役社長） 

  取締役 内藤 貴仁（現 当社インターネット広告事業本部統括本部長） 

・退任取締役（平成22年10月8日付退任） 

  取締役 宇佐美 進典（株式会社ECナビ代表取締役CEO） 

  取締役 高村 彰典 

  

③ 新任取締役就任予定日 

 平成22年12月17日 

 

 

 ご参考） 

 新経営体制 

役職 
代表取締役 

社長CEO 

取締役 

副社長 

専務取締役

COO 
常務取締役 常務取締役 取締役 取締役 取締役 

氏名 藤田晋 日高裕介 西條晋一 中山豪 岡本保朗 曽山哲人 石井洋之 内藤貴仁

※なお、代表取締役社長CEO 藤田晋が技術部門管轄の担当取締役を兼任いたします。 

  

  

 旧経営体制 

役職 
代表取締役 

社長CEO 

専務取締役 

COO 
専務取締役 常務取締役 取締役 取締役 取締役 取締役 

氏名 藤田晋 西條晋一 日高裕介 中山豪 宇佐美進典 高村彰典 曽山哲人 岡本保朗

  

  

(2) その他 

 該当事項はありません。 
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